
第１４回 地方法人課税のあり方等に関する検討会 
議事次第 

 
平 成 ２５年 １０月 ８日 （火 ） 

    １ ５ ： ３ ０ ～ １ ７ ： ３ ０           
合同庁舎２号館７階 省議室  

 

１ 開会 

２ 議事 

・ 全国知事会地方税財政制度研究会「地方税制における

税源偏在の是正方策の方向性について」 

  ・ 「地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書（事務

局案）」 

３ 閉会 

 

配布資料 

（資料１）第１２回検討会議事概要 

（資料２）全国知事会地方税財政制度研究会「地方税制における税源

偏在の是正方策の方向性について」 

（資料３）「地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書（事務局

案）」 

（資料４）「地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書（事務局案）」

（参考資料） 

（参 考）「民間投資活性化等のための税制改正大綱」（平成 25 年 10 月

１日） 



 資料１ 
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第１２回地方法人課税のあり方等に関する検討会議事概要 

 

 

１ 日 時 平成２５年９月３日（火） １３時３０分～１５時３０分 

 

２ 場 所 総務省７階省議室 

 

３ 出席者 神野会長、鎌田委員、熊野委員、小山委員、中村委員、小西委員、 

関口委員、辻委員、中里委員、吉村委員、・田委員 

 

４ 議事次第 

 １ 開会 

 ２ 議事 

   ・全国知事会「地方税制における税源偏在の是正方策の方向性について

（案）」について 

・論点の整理について 

 ３ 閉会 

 

５ 議事の経過 

 ○ 事務局より資料について説明を行い、その後質疑及び自由討議が行われ

た。 

 

（事務局より参考資料についての説明） 

  

（以下、参考資料等について質疑及び自由討議） 

○ 計算し直した資料について、宮城、福島が上位に来ているのは震災復興特

別交付税等の影響を受けていると思うが、この数値を除外すべきなので工夫

が必要ではないか。 

 

○ 震災復興特別交付税及び通常の特別交付税の震災分も含まれており、それ

らを控除した資料を提出できるか検討する。（事務局） 

 

（事務局より資料３についての説明） 

  

（以下、資料３について質疑及び自由討議） 

○ 資料３は知事会としてオーソライズしたものと理解してよいか。 
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○ 資料３は、あくまでも知事会内の研究会の考え方。９月中旬に最終的な報

告書となる予定だが、その後の取扱については未定と聞いている。（事務局） 

 

○ 法人税割を一部国税化にするとあるが、既存の法人税と一体のものとして

統合するのか、それとも既存の法人税とは別税目にするのか。 

また、税収の変動が大きい法人税が交付税原資に占める割合として大きく

なると、交付税の原資自体が大きく振れて財政調整の機能が不安定になると

いう懸念があるが、その点は何かよい方策はあるのか。 

 

○ 国税化については、法人税に移譲する形と考えていると思われる。 

法人関係税と地方交付税原資にすると交付税財源の安定性が多少損なわ

れるが、法定率分と現在確保している地方交付税との間には巨額の差額があ

るのでその調整をもってある程度対応可能と考える。（事務局） 

 

○ 税源交換は非常に魅力的だが、私たちの研究会としては、実現するといい

ですよねということだろう。共同機構については、いわゆる逆交付税にも感

じるが、これは相当将来的な課題と考える。 

地方共同税と譲与税は、哲学的には異なるが、機能的には同じと考える。

地方譲与税方式のような法人課税の再配分については、機能論的には妥当と

知事会の報告書では言っていると理解すべきではないか。 

 

○ 譲与税は国に意思決定があるが、タックスシェアリングとしては譲与税と

共同税は機能的に同じ。両者の違いは、譲与税は中央政府の意思決定だけで

いいが、共同税は共同意思決定機関が必要ということ。 

 

○ 地方法人特別税に関して「国税に移行させるもので、できるだけ地方税の

拡充を図っていくという地方分権の基本的考え方からは、異例の制度」と記

載している一方で、法人住民税を地方交付原資税として国税化するというの

は矛盾するのではないか。 

また、税源交換するにしても、法人住民税を交付税として配分するときに

それを都道府県分と市町村分に分けて配分するということを意味するのか。 

 

○ 今回の税制抜本改革で、地方消費税の充実がすでに図られていると考え、

法人住民税割の一部を交付税原資化すると記載されている。また、交付税を

県と市町村に分けるという考え方とは聞いていない。（事務局） 

 

○ 税収の変動の部分を国が受けることになると、国が負担する交付税の部分

で調整が必要になる。変動した部分について国がリスクを負担するとなると

財政当局との調整が困難になると思われるので、なるべく変動する部分を地
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方の中だけで受けられるように制度設計しなければ厳しいのではないか。） 

 

○ 知事会の研究会は、全体像の中で地方税の話をしようというコンセプト。

追加的な財政需要に対して共同税で対応できないかという議論。ナショナル

ミニマムを超える部分について、地方が決定過程に加わるような形で考える

という議論である。  

地方交付税をどうするか、地方税の中で偏在がない税体系をつくれるかが

第一の議論。交付税への影響、中身にどう対応するかは詰めていない。地方

が安定的な税体系を確保できるか将来的なものは第二段階の議論。 

 

○ 交付税財源の変動については、現行の制度のままであれば、好景気であれ

ば地方も国も増収となり、交付税があまり要らないときに交付税原資が増え、

逆に不景気であれば、税収が下がり、交付税所要額が大きくなるときに交付

税財源が小さくなるというのは宿命的である。地方法人関係税が地方税と交

付税原資に配分されるならば、税源交換しても内訳は変わらないので、その

分は減殺されるのではないか。 

ナショナルミニマムについては、交付税の議論であり実際の制度として入

れるときには何かよくわからないという印象になる。 

 

○ 知事会の研究会について、地方税の充実と偏在是正を念頭に置いているの

は分かるが、それだけで地方財政のニーズを捉えているのかどうか。 

地方税の偏在性の是正も重要だが、やはり一般財源が地方交付税と一緒に

なって増えなければ、地方の行政サービスの安定的な供給は厳しいのではな

いか。 

 

（事務局より資料４についての説明） 

  

（以下、資料４について質疑及び自由討議） 

○ 地方財源が豊富であれば、地方法人特別税という制度は必要がなく、地方

財源がない中で膨らませなければいけなかったのが平成２０年度の状況。東

京や愛知に融通してもらい、４０００億円を浮かせた原資が未だに歳出特別

枠という形で財源を確保する手段に使われており、容易になくせない状況に

ある。地方交付税が盤石でない場合に、譲与税方式を財政調整制度の援軍と

して使わざるを得ないという状況なのではないか。 

偏在問題を分割基準や清算基準で調整するというのは小手先という感じ

がするし、理屈が立たない。譲与税方式の形を抜本見直しというのは法律で

書いてあり、やらないといけないのだが、形を変えて残すという方法しか現

実的な選択肢はない。 

地方法人特別税の創設の時も事業税だけ、つまり都道府県税だけを対象と
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する理由は全然なかったので、今回は法人住民税、特に市町村民税の法人税

割の部分を対象とするのは選択肢としてあると考える。 

 

○ 譲与税は本来還付税から来ているので本来の原則は徴収地に還付するた

めに国税にする趣旨。一方で、ある税金を財政調整目的で配分するために国

として課税し、財政調整目的で配分するのが分与税又は配賦税。共同税と同

じ機能を有する譲与税というのは、財政調整目的の性格に近いものという理

解になる。 

 

○ 譲与税が引き受けるのか、法人課税で特殊な何かに位置づけるのか役割分

担がするべき。譲与税としての性格を強めるとなると、法人課税だけでなく、

固定資産税などでも調整する必要がある。 

法人税の今後の課題として、税率の引き下げをするのであれば、課税ベー

スの見直しがセットであり、地方税だけで完結して議論することはできない

旨追加して記載してほしい。 

 

 ○ 消費税の引き上げが行われて偏在がどれくらい是正されるのか、正直現

状では心許ない。地方の負担が増えるのではないかという状況で、税財源

の乏しいところが豊かになるということは考えられない以上、特別税が導

入されたときの所期の目的が、今回の地方消費税の引上げで是正されると

は到底考えられない。 

他の財源も含めて水平調整や国と地方間での調整も必要と考える。 

 

○ 偏在性について、時間的な偏在や所在地による偏在があるが、いかにそれ

を薄めていくかというと、一番はっきりしているのは、それに根を張ってい

る個人の課税や法人の外形課税制度を使うぐらいしかなく、それも大した額

にはならないという現実的な問題もある。 

法人税を軽くして、そのリターンを個人へいろいろな形で還元できればい

いのだが、なかなか困難であり、また、法人からリターンを受ける人たちの

所得税について累進化を進めるとなるとそれも困難。現実的には今の地方法

人特別税の措置はもう少し時間をかけて整理するべき。 

 

○ 制度改革に時間がかかる試案と、短期的に組み込める試案とがあるが、実

際のところ知事会としてどうしたいのか伺いたい。 

 

○ 研究会において税源交換はこれまで長い間議論してきたものなので、比較

的早期に実施すべき改革に織り込んだのに対して、共同税や交付税について

はあまり詰めておらず、引き続き検討すべき課題に入れたという形。（関口

委員） 
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○ 法人税の減税について現実味がある一方、当検討会の議論がその政治の動

きに対抗できるのかちょっと心許ない。税源交換の議論については、地方と

して足並みを揃えて議論できないか。 

 

○ 知事会の提案は、まず税源交換をやって、その後しかるべき時期に共同税

という順番になっている。全都道府県共同の財源と位置づけて客観的基準で

配分するということであれば、すでにかつての消費譲与税や現行の地方法人

特別税・同譲与税が同様のスキームとして存在しているということをまず考

えるべき。譲与税によってどこまで財政調整ができるか。譲与税は税収を本

来の帰属地に還付する制度であるととらえると、財政調整的なものをどこま

で盛り込めるのかは、当然議論になる。 

分割基準や清算基準に財政調整機能を加味するのと、譲与税に財政調整機

能を加味するのとでは、譲与税の方が抵抗感が少ないのではないか。ただし、

譲与税で地方の需要までみることができるのかというとやや疑問が残る。そ

の点も含めて、制度的にトータルとして考えることが必要。 

 

○ 財政調整は地方交付税でやるのが基本という前提でいうと、地方法人特別

税ができた時点では地方交付税が非常に減って地方財政が苦しくなってな

んとか財政調整をできないのかという問題意識があり、それは今も変わって

いない。平成２０年に法人特別税が創設された時点と何が異なるかというと、

前回は２年後に消費税を増税する予定と自民党政権が言っていたことだが、

今回は消費増税はすでに決定している。そのような中で格差是正を捉えるの

には、消費税引上げ後の地方財政の絵姿を見てみないと判断できないのでは

ないか。 

 

○ 将来像を判断するのは難しく、制度変更や経済状況によって断定的なこと

は言えないが、中期財政計画等で地方の一般財源の総額が同額水準に抑えら

れている中で税の占める比率が高くなる場合に、地方交付税の財政調整機能

が弱められるのではないか、ということを危惧している。 

その観点からは地方の法人課税の一部を交付税原資にするということはよい

考えだが、問題もある。そもそも財政調整は国対地方間の問題であるにもか

かわらず、地方間で調整をしなければならないというのは問題のすり替えと

いう気もする。また、減税のプレッシャーがかかっている税で財政調整をし

ていいのかという問題もある。 

いずれにしても、譲与税、交付税、どちらのやり方をとるにせよ財政調整

的機能は高めていく必要があるのではないか。 

 

○ 財政学においては、一般的に物税と人税と分けられており、物税について
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は課税物件（客体）に着目して課税され、その属性は反映されずに応益的で

地方税に好ましいと理解している。 

しかし議論を進めていくと、物税であれば、課税物件が存在する地域社会

に課税権があるので選挙権のない人が存在するという可能性がある。逆の議

論からすると、広域的にやる場合は、物税はむしろ国税へとなるのではない

か。知事会においても偏在性が高く安定的でない法人住民税が国税に持って

いくのに好ましいと言っているが、人税の方が偏在性が高く安定的でない傾

向が大きく望ましいというのが財政学の考え方であるが、租税法学は財政学

と考え方が逆なのか。 

 

○ 租税法学は国税を念頭に議論されており、法律生成プロセスが中心だが、

考え方として物税、人税、あるいは選挙民で分けてはいない。 

 

○ 法人事業税は事業に課す税であり、そこに立地している事務所・工場に通

っている人が一定の公共サービスを受けていることに着目して課税してい

るという理屈なのではないか。法人＝株主という考え方ではなく、例えば工

場があって、その地域に働いている人が通っていれば、その人たちは投票権

を持っており、その観点からすると都道府県を単位とするエリアで課税して

もおかしくはないと思うが。 

 

○ 念頭に置いているものとして、租税輸出のような現象をどのように評価す

るのかというのかが背後にある。域外の者に税負担が転嫁するような形でコ

ミュニティが決定するということがあったとして、それをどう評価するかと

いう問題として捉えるとそのような考え方も成り立ち得る。 

 

 

以上  
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地方税制における税源偏在の是正方策の方向性について 目次 

第１ 背景 

１．地方分権型社会の確立とこれを支える安定的な地方税財源の充実確保の必要性 

２．地方法人特別税及び地方法人特別譲与税の見直しの必要性 

第２ 基本的考え方 

１．地方法人特別税制度の廃止について 

２．地方法人課税の見直し 

３．多様な選択肢の検討 

第３ 改革の方向性 

１．早期に実施すべき改革 

(1) 税源交換 

税源交換：試案１ 

税源交換：試案２ 

税源交換：試案３ 

２．引き続き検討すべき改革 

(1) 地方共同税 

（基本的考え方） 

（憲法との関係） 

（ドイツの共同税との比較） 

地方共同税：試案１ 

地方共同税：試案２ 

(2) 税源交換と地方共同税の併用 

税源交換と地方共同税の併用：試案 

(3) 地方共有税 

地方共有税：試案 

(4) 地方共同機構 

地方共同機構：試案 

第４ 改革にあたっての留意点 

１．地方の意見の反映 

２．地方交付税の役割 

第５ その他の検討課題 

（地方法人課税の外形課税化） 

（地方法人課税の分割基準の見直し） 

資料２

008971
長方形
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地方税制における税源偏在の是正方策の方向性について 

 

これからの地方税の充実を基本とする地方税財源の拡充を見据えつつ、「社会保障

の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正

する等の法律」（以下「消費税法改正法」という。）において、地方税制について「地

方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革において偏在性

の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏まえ、税制の抜

本的な改革に併せて抜本的に見直しを行う」と規定されたこと、また、「税制の抜本

的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことによ

り税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全体

を通じて幅広く検討する」と規定されたことも踏まえ、地方税制における税源偏在の

是正方策について幅広く検討するため、平成 24 年 7 月の全国知事会議において、地

方税財政常任委員会に学識経験者による「地方税財政制度研究会」を設置することと

された。 

研究会の検討事項としては、国の消費税と地方法人課税の税源交換や地方共有税、

「地方共同税」（地方税の一部を地方の共通財源と位置付け調整する仕組み）など、

地方税制における税源偏在の是正方策について、法制的な課題を含め、幅広く検討す

ることとされた。これを受けて、平成 24 年 9 月以降、研究会において 8 回にわたり

検討を行い、平成 25 年 4 月には、考えられる論点を網羅的に整理した中間論点整理

をとりまとめたところである。 

今回の報告書は、中間論点整理を踏まえ、今後の税源偏在の是正方策について方向

性をとりまとめたものである。 

 

第１ 背景 

１．地方分権型社会の確立とこれを支える安定的な地方税財源の充実確保の必要性 

地方分権型社会を実現するためには、地方の役割を適切に果たすために必要な税財

政構造を構築し、地方団体が自立的に運営できる基盤をつくりあげることが必要であ

る。 

今後も社会保障関係費の増加が続くと見込まれる中、国の制度と地方単独事業それ

ぞれのセーフティネットが組み合わさることによって、今後の社会保障制度全体が持

続可能となることから、昨年 8 月に成立した社会保障・税一体改革関連法において消

費税・地方消費税率を５％引上げるにあたり、地方分として 1.54％が確保された。 

その際、地方分権型社会を確立する上では、地方税の充実を基本として地方の税財

源の充実確保を図るべきという考え方から、確保された地方分 1.54％のうち、1.2％は

地方消費税率の引上げに、0.34％は地方交付税原資の拡充によることとされ、地方消

費税の充実が基本とされたところである。 

一方、地方消費税は地方法人課税などと比べ地域間の税収の偏在性が比較的小さい

税ではあるものの、一人当たり税収で最大２倍の格差が存在しており、 

・地方消費税の充実だけでは大都市部の税源がより拡充される結果となる 
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・個々の地方団体ごとに見ると税収と社会保障給付支出とに不均衡が生じる 

といった課題がある。 

 このような課題に対応するため、全国知事会では、 

・引上げ分の地方消費税について基準財政収入額への算入率を大幅に高めるととも

に、引上げ分の消費税収を充てることとされている社会保障制度の機能強化や機能

維持等に係る地方負担については、その全額を基準財政需要額に算入すること 

・地方消費税の清算基準について、正確に都道府県別の最終消費を把握できない場

合に、消費代替指標として「人口」を用いること等により、「人口」の比率を高め

る方向で見直すこと 

を提言しているが、これらをもってしても、不交付団体には社会保障給付支出の増加

額を上回る地方消費税の増収が生じる一方、交付団体においては、これらが臨時財政

対策債の減尐により相殺されることになる。交付団体の臨時財政対策債が減尐するこ

とについては、その分、地方債発行額が減尐するという意味で、プラスの面があるも

のの、臨時財政対策債は、その元利償還金が全額地方交付税で措置されるもので、本

来、法定率の引上げ等により地方交付税として交付すべきものであることから、実質

的には交付団体の地方交付税の減尐に他ならず、その結果として、不交付団体と交付

団体の間の財政力格差が拡大することになる。（表１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後も地方分権改革を進めるという観点から、地方税の充実確保が求められている

が、偏在性の小さい地方消費税においても、このような課題を抱えていることから、

（表１） 
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今後増加する社会保障関係費の財源を確保するため将来的に消費税率を引上げる場合

には、引上げ分の全てを国の消費税とし、そのうち一部を地方交付税として配分した

ほうがよいのではないかという議論につながるおそれもあり、これは地方分権改革の

観点からは必ずしも好ましいことではない。 

また、その場合に、地方分権改革の理念からできるだけ自主財源である地方消費税

を充実しようとしても、税率の配分を各地方団体の社会保障給付支出とほぼ見合うよ

うな方法にしなければ、そもそも税率の引上げに関して国民の理解を得られにくくな

ることも懸念される。 

このようなことから、地方分権型社会を確立していくため、地方税源の更なる充実

を図るには、現行の地方税制から生じる上記のような課題を解消するなど、税源の偏

在性が小さく、税収の安定性を備えた地方税体系を構築していかなければ、多くの地

方団体や国民の理解を得ることが難しいと考えられる。 

地方税制における税源の偏在是正方策については、税源の豊かな一部の地方団体に

とっては一時的に税収の減尐となる可能性が大きいが、一方で、税収構造自体が安定

化するといったメリットもあるのであり、全体として偏在性が小さく、安定的な地方

税体系の構築が実現しなければ、今後の地方税源の充実を図っていくことが困難にな

るということについて、全ての地方団体が共通の認識を持つ必要がある。 

 

 ２．地方法人特別税及び地方法人特別譲与税の見直しの必要性 

平成 20 年度税制改正において、当時の喫緊の政治課題であった地域間の税源偏在の

是正に早急に対応するため、消費税を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の

暫定措置として、法人事業税の一部を分離し、地方法人特別税及び地方法人特別譲与

税の制度（以下「地方法人特別税制度」という。）が創設された。これは、税源の偏在

を是正する効果を持つことは事実であるが、現に地方税であったものを国税に移行さ

せるもので、できるだけ地方税の拡充を図っていくという地方分権の基本的考え方か

らは異例の制度であり、消費税法改正法第７条第５号イにあるとおり、「税制の抜本的

な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置」である

から、地方法人特別税制度の廃止のためにも、偏在性の小さい地方税体系の構築を図

る必要がある。 

特に、今回の社会保障・税一体改革では、相対的に偏在性の小さい地方消費税が充

実され、人口一人当たり税収の格差は縮小するが、併せて地方法人特別税制度を廃止

した場合は、逆に、この格差が拡大してしまう可能性があること、さらに、現行の地

方財政制度のもとで、地方交付税を通じて調整されていると考えられている人口一人

当たりの一般財源の状況が、今回の地方消費税の充実や地方法人特別税の復元によっ

て大きく変化することとなることから、こうした点を十分踏まえてその対応方針を検

討する必要がある。（表２、３参照） 
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（表２） 
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（表３） 
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第２ 基本的考え方 

１．地方法人特別税制度の廃止について 

地方法人特別税制度については、地方法人特別税等に関する暫定措置法において「税

制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措

置」とされており、今回の消費税法改正法第７条においても「税制の抜本的な改革に

おいて偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏ま

え、税制の抜本的な改革に併せて抜本的に見直しを行う」とされている。 

法人事業税は、シャウプ勧告以来の応益性確保の努力により平成 16 年度になって外

形標準課税の導入にようやくこぎ着けた都道府県にとって今後とも堅持すべき地方税

であるが、平成 20 年度の地方法人特別税制度の導入によって、その一部が国税として

徴収されるようになった。先に述べたように、地方法人特別税制度は、地方税の充実

を図るという地方分権の基本的考え方からは異例の制度であり、解消することが基本

であるが、その代わりにこの制度の有する税源偏在是正機能を確保する必要がある。 

その際には、社会保障・税一体改革関連法における地方税制についての規定を踏ま

え、税制抜本改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税のあり方を見直す

ことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずるべきであるが、今回の地方消費税率

の引上げについては、地方の社会保障財源を確保する措置であり、同法に従ってなさ

れた税制改正（所得税の最高税率の見直し、相続税・贈与税の見直し）と併せても、「偏

在性の小さい地方税体系の構築」は行われていないことから「税制の抜本的な改革」

は道半ばであると考えざるを得ない。この観点からは、偏在是正方策を講じなければ

地方法人特別税制度の廃止はできないと考えられる。 

この点については、今回の措置により、尐なくとも偏在性の小さい地方消費税が充

実されたことから、速やかに地方法人特別税制度を廃止すべきと考えるのが原則では

ないかとの意見もあるが、地方法人特別税制度により結果として是正された税源偏在

が、その復元により大きく影響を受けることを考慮すれば、地方法人特別税の復元と

地方交付税も含めた税財政制度改革を通じた偏在是正方策は同時に行うべきである。 

 

２．地方法人課税の見直し 

平成 20 年度税制改正の要綱においては、地方法人特別税制度の創設とともに、地域

間の税源偏在の是正について、「地方消費税の充実を図るとともに、併せて地方法人課

税のあり方を抜本的に見直すなどにより、偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系

を構築することを基本に改革を進める」との基本方向が示されていた。 

地方法人課税は、法人が地方団体から受ける行政サービスの対価として負担する重

要な地方の基幹税源だが、経済動向に応じて税収が大きく変動することや、税源が偏

在するなどの課題を抱えており、今回の消費税法改正法第７条においても、「税制の抜

本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことに

より税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全

体を通じて幅広く検討する」とされている。 

このような経緯に鑑みると、今回の地方消費税率の引上げと併せて、まず地方法人

課税について、地方法人特別税制度以外も含めた具体的な偏在是正方策を検討すべき
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であり、その際には、尐なくとも平成 20 年度税制改正の要綱に明記された基本方向に

沿って、単なる地方団体間の地方法人課税の再配分ではなく、国と地方の税体系全体

の見直しの中に位置付けることが可能な偏在是正方策を念頭に置くべきである。 

なお、地方法人課税の見直しにあたっては、そもそも都道府県と市町村による法人

への課税根拠は何か、現行の課税方式はそれにふさわしいと言えるのかについて改め

て整理していく必要がある。 

地方団体は、住民に密着した行政サービスを景気の変動いかんにかかわらず安定し

て提供することが求められていることから、税収が安定的な消費課税などを中心とし

た地方税体系の構築を目指し、一方、経済動向によって税収が大きく変動する法人課

税については、経済政策を主導する国の税源の割合を高めていくことが適当ではない

かといった考え方もある。 

また、都道府県民税・市町村民税の法人住民税法人税割については、利益に課税す

ることから地方税の負担分任原則に照らすと課題があるのではないか、経済動向に左

右され安定的ではないといった点も含め、そのあり方を見直す必要がある。 

一方で、法人事業税については、法人がその事業活動を行うにあたって受けている

都道府県の各種の行政サービスの経費負担を求めようとする応益課税の性格に鑑み、

事業活動の規模に応じた課税となる外形標準課税を拡大し、本来あるべき姿に近付け

ていく努力が必要である。 

 

３．多様な選択肢の検討（図１参照） 

地方税の充実確保にあたっては、偏在性ができるだけ小さい地方税体系を構築する

ことが重要であり、そのためにはまず、偏在性が小さく安定的な地方消費税の充実を

基本とし、これと併せて偏在性が大きく経済動向に左右されやすい地方法人課税の見

直しを講じる必要がある。 

その際、例えば、偏在是正を主たる目的として地方法人課税の再配分を行うといっ

た地方税の中だけでの偏在是正方策では、結果として富裕団体からそうではない団体

への水平的移転という帰結しか得られないことになる。そもそも富裕団体がそうでは

ない団体の財源の保障責任を有するとの立論が困難である以上、そのような偏在是正

方策について富裕団体やその住民の理解を得ることは困難ではないかと考えられる。 

また、地方税のみで検討した場合、地方税の税財源の調整が優先され、地方分権の

推進が地方間の水平調整に置き換えられることにより、都市圏と地方圏の間の争いに

矮小化されるという問題がある。 

従って、地方税のみではなく、国税との税源交換や地方交付税の充実または地方共

同税といった新たな仕組みの創設など偏在是正方策として考えられる多様な選択肢に

ついて、幅広く検討すべきである。 

その中でも、地方分権の実現に向けて地方税財源の充実強化を図る観点から、偏在

性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を第一に求めるべきであり、偏在性の小

さい消費税（交付税原資分）を地方消費税に、偏在性の大きい地方法人課税を交付税

原資にする税源交換を検討すべきである。 

その上で、ナショナルミニマムを上回る部分に対応する地方共通の財源を確保する
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ため、地方税を地方が主体的に地方共同税として課税し、客観的な指標で配分するこ

とにより、国に頼ることなく地方自らが必要な税財源を確保する新たな仕組みを創設

することなども考えられる。 

ただし、これらの税財政制度の見直しによってもなお埋まらない地域間の財政力格

差については、地方消費税の充実や地方法人課税の見直しといった地方税収の偏在是

正という税制上の措置のみをもって対応することはできない。そもそも地域間の財政

力格差は、地方団体間の努力の差により生じたものというよりは、主として、明治維

新以来の中央集権体制や、首都東京への一極集中等といった国の経済政策、国土政策

等の様々な要因から生じたものであり、国と地方との権限配分及び財源配分の基本を

国が定めていることを考えると、地方税のみでは標準的な行政サービス水準を確保す

ることができない地方団体に対しては、地方交付税制度の本来の役割である財源保

障・財源調整機能を充実強化し、そのために必要な地方交付税総額が確保されなけれ

ばならない。 

地域間の財政力格差について検討する際には、ナショナルミニマムを確保する地方

団体の財源保障があくまで国の責務であることを基本とすべきである。 

 

 

（図１） 
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第３ 改革の方向性 

第２．３で示した多様な選択肢の中で検討すべきとした税源交換については、地方

法人特別税制度導入決定の直前（平成 19 年 11 月）に、地方財政審議会が示した意見

において「地方税収の偏在是正に向けた具体的な方策」として、「国の消費税の一部を

地方消費税にする一方で、地方法人二税の一部を同額国税化する、いわゆる税源交換

を基本に検討するべきである」こと及び、「税源交換を行った場合、地方法人二税の税

収シェアの大きな団体は税収が減尐するが、地方消費税が充実されることにより、税

収構造自体が安定化するというメリットもあり、全体として偏在度が小さく、安定的

な地方税体系の構築に資する改革となる」ことが明記されている。また、同じ時期に、

全国知事会地方税制小委員会においても同趣旨の提言をとりまとめている。 

今回の社会保障・税一体改革関連法による地方消費税率の引上げによって、地方消

費税の充実が図られていることから、このタイミングにおいて、地方法人特別税の復

元とセットで税源交換を行う案は、実現可能性の高い方策であると考えられる。 

このような経緯、現状認識及び今後の実現可能性等を踏まえ、 

・早期に実施すべき改革 

・引き続き検討すべき改革 

に分けて整理し、改革の方向性を示すこととする。 

 なお、これらの改革は、地方団体の自主財政権に大きく影響を与えることから、憲

法の定める地方自治の本旨に関わる問題とも言うべきものであり、制度設計を行う場

合は、国と地方が十分な協議を行いながら取り組むべきである。 
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１．早期に実施すべき改革 

（１）税源交換 

まず、地方消費税率の引上げと併せて地方法人課税のあり方を見直す方策として、

地方法人特別税制度導入決定の直前（平成 19 年 11 月）に全国知事会地方税制小委

員会が提言した「税源偏在の是正を、地方交付税原資としての税目の見直しとあわ

せて行い、偏在性が大きく税収の変動が大きい法人二税と消費税の交換により、地

方消費税を拡充することを基本として検討すべき」との考え方に沿って、偏在性の

大きい地方法人課税を交付税原資に、偏在性の小さい消費税（交付税原資分）を地

方消費税にする税源交換を検討すべきである。（図２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、従前の提言においては、税源交換の対象税目として法人二税が想定されて

いたが、税源交換の対象とする地方法人課税については、これまでの法人事業税に

おける応益性確保の改革努力の歴史、法人事業税は基本的には応益課税であり、事

業者の所在地で課税することには一定の意義があること、法人住民税法人税割は応

能的性格が強く、必ずしも所在地で課税する必要はないとも考えられること、さら

に、都道府県及び市町村の双方が持つ財源であって、より偏在度が大きい(H23 年度

6.7 倍。法人事業税は 5.1 倍。)ことを考慮すれば、法人住民税法人税割が適当であ

る。 

 

以上を踏まえた税源交換の試案として、例えば、以下の３案が考えられる。 

（図２） 
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【税源交換：試案１の考え方】 

○地方法人特別税を単に復元しただけでは、地方税の偏在度が拡大するため、地方法人特

別税の復元とセットで税源交換を行うことにより、地方法人特別税の税源偏在是正機能

を確保する。具体的には、今回の税制抜本改革で地方消費税の充実がすでに図られてい

ると考え、法人事業税より偏在度が大きく応能的性格の強い法人住民税法人税割の一部

を交付税原資とする。 

 

【税源交換：試案１の課題】 

○法人住民税法人税割の一部国税化による偏在是正の規模について、仮に、地方法人特別

税の復元（1.5 兆円）と同じ規模で実施する場合、都道府県の法人住民税法人税割の税額

規模（0.5 兆円）が小さいため、市町村の法人住民税法人税割（1.0 兆円=是正規模 1.5 兆

円－0.5 兆円）を含め、都道府県及び市町村全体における地方税の偏在是正を検討するこ

とが考えられる。 

○その場合、税源交換により都道府県の法人住民税法人税割に係る超過課税の課税根拠が

失われることとなるが、その代替措置については、例えば、法人事業税の超過課税によ

る対応が考えられる。 

○都の場合、特別区分の法人住民税法人税割について都が課税しているが、特別区分の法

人住民税法人税割については、都分ではなく市町村分として扱うのかについて決める必

要がある。 

○法人は選挙権がなくても影響力を有しており、法人のために地方団体は行政サービスを

提供していることから、法人も一定の地方税を負担すべきであり、法人住民税法人税割を

交付税原資とすることには、企業が集積している一部の市町村から異論があると考えられ

る。 

○法人住民税法人税割を税源交換として国税化する場合には、企業誘致等が立地自治体の

法人住民税収の増に直接つながらなくなる面があるが、企業誘致等による新たな雇用の創

出や消費の増加に応じた住民税や地方消費税の充実という税源涵養の効果がなお残ると

考えられる。 

○都道府県は地方法人特別税が復元するため、形式的には地方税の縮小はないが、市町村

は国税化によって税源を失うことになり、その見合い分について地方交付税原資が増え

ることになるが、地方分権の観点から課題が残るとも考えられる。 

○都道府県は地方法人特別税が復元するといっても、全体としてみれば実質的には税収増

加効果はないため、都道府県についても税の充実が必要とも考えられる。 

○今回の税制抜本改革で実施される地方消費税の充実は、社会保障の安定財源確保を目的

としており、地方税の拡充強化自体を目指したものではなく、交付団体の場合は、社会

保障支出を上回る地方消費税収分だけ臨時財政対策債が減ることを考慮すると、今後は、

税源交換：試案１（表４、図３参照） 

地方法人特別税を法人事業税に復元した上で、法人住民税法人税割を一部国税化して

地方交付税の原資とする。 
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法人住民税法人税割の一部国税化の代わりとなる新たな地方税の充実（具体的には偏在

性が小さく安定的な地方消費税の充実）が地方分権の観点からは望ましいとも考えられ

る。 

○他方で、今回の社会保障・税一体改革関連法において地方消費税が拡充され、地方税源

が全体として拡充されていることを考慮して、地方法人特別税分は格差是正という観点か

ら交付税原資とすることも考えられる。 

（表４） 
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【税源交換：試案２の考え方】 

○都道府県の法人住民税法人税割に見合った額については、都道府県分の地方交付税とし

て都道府県に配分する。一方、市町村が失う法人住民税法人税割については、地方分権

をより重視する観点からは、地方交付税ではなく、市町村の地方税を充実することとす

る。 

○具体的には、地方法人特別税の復元（1.5 兆円）と同じ規模の偏在是正を実施する場合、

国税化する市町村民税（1.0 兆円）に見合った措置として、国税（消費税（交付税原資分））

の一部を地方消費税（市町村交付金）に振り替える。 

○市町村には地方法人特別税の復元がないため、今回の法改正による地方消費税の充実と

は別に、さらなる地方消費税の充実が望ましいと考えられる。 

 

【税源交換：試案２の課題】 

試案１に掲げた一部の課題のほか、以下の課題がある。 

○税源交換により充実する市町村分の地方消費税について、現行の交付基準（人口：従業

者数＝１：１）を前提として試算しているが、この場合、法人住民税法人税割に比べれば

偏在性は小さいものの、なお税収格差が残るという問題がある。 

 

 

 

税源交換：試案２（表５、図３参照） 

地方法人特別税を法人事業税に復元した上で、都道府県分は全ての、市町村分は一部

の法人住民税法人税割を国税化して地方交付税の原資とする。その際、交付税原資とす

る市町村分の法人住民税法人税割の総額と同額の消費税（交付税原資分）を地方消費税

とし、その全額を市町村に交付する。 
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（表５） 
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【税源交換：試案３の考え方】 

○今回の地方消費税率等の引上げは、社会保障財源の確保を目的とするものであり、偏在

性の小さい地方税体系を構築する税制の抜本的改革とはいえず、地方法人特別税は当面

存続せざるを得ないとするとの立場に立って、今後、社会保障財源を確保するため、さ

らなる消費税（国・地方）の拡充が行われ、国・地方の財源が全体として増加するタイ

ミングにおいて、地方法人課税と消費税との税源交換を実施すべきである。 

 

【税源交換：試案３の課題】 

試案１及び試案２に掲げた一部の課題のほか、以下の課題がある。 

○地方法人特別税制度の見直しや、今回の地方消費税充実によって一部の大都市において

拡大する財源超過の是正について、将来の消費税の拡充の機会に行われることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

税源交換：試案３（表６参照） 

今回の法改正による消費税・地方消費税の税率（10％）を将来さらに引き上げるとき

に、地方法人特別税を法人事業税に復元した上で、法人住民税法人税割を一部国税化し

て地方交付税の原資とし、消費税（交付税原資分）の一部を地方消費税とする。（それま

での間、地方法人特別税は存続する。） 

 

（表６） 
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（図３） 
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２．引き続き検討すべき改革 

まず、１．で述べた「早期に実施すべき改革」を実施した上で、以下の諸方策を検討す

べきである。 

（１）地方共同税 

（基本的考え方） 

国に頼ることなく地方自らが偏在性が小さくかつ安定的な税財源を確保する方法

の一つとして、ナショナルミニマムを上回る部分に対応する地方共通の財源を確保

するため、地方消費税分を地方が共同で主体的に増税し、客観的な指標で配分する

といった方策が考えられる。 

また、対象税目を地方消費税に限定せず、地方税の一部を地方の共通課題のため

の共通財源と位置づけ調整する仕組みの創設も考えられる。 

具体的には、例えば、「教育等を通じた人材育成」を地方全体の共通課題と位置づ

け、これを支える税を地方が共同して確保し、共通課題と関連性を有する客観的指

標により配分するといった地方共同税の制度には、一定の合理性があるものと考え

られる。 

一方、地方共同税をいったん水平調整的な位置付けとしてしまうと、なし崩し的

に地方税全体が財政調整に使われてしまうことが懸念される。いわゆるナショナル

ミニマムを確保するための財源保障は国の責任であり、地方交付税の果たすべき役

割である。地方税である地方共同税は、そのナショナルミニマムが実現されている

ことを前提に、プラスアルファの共通課題に対応するための制度とすべきである。 

なお、地方共同税の税率については、地方の合意に基づいて、地方が主体的に一

律に決めることができる仕組みが必要であり、条例という形式ではなく、地方の意

見を反映させる仕組みを確保した上で、法律で定める形式がよいのではないかと考

えられる。 

また、各地方団体への配分については、全団体間で所要額を調整する方式、形式

上国税と位置付けた上で、地方譲与税の仕組みを活用して地方団体間で調整を行う

方式、国の特別会計に、各地方団体が徴収した地方共同税を地方税のまま拠出し、

客観的指標により各地方団体に再配分する方式などが考えられる。 

 

（憲法との関係） 

このような地方共同税の仕組みについては、我が国の現行法において例はないが、

日本国憲法第 92 条は「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本

旨に基づいて、法律でこれを定める」としており、「地方自治の本旨」に反しない限

り、地方共同税の仕組みを法律で定めることは可能であり、自主財政権は、合理的

な理由がある限りにおいて制約できることから、上記のような地方共同税であれば、

憲法上認められないとは考えられない。 

 

（ドイツの共同税との比較） 

ドイツの共同税はそもそも国による各州の財源保障を前提としていない制度であ

り、我が国にそのまま導入することはできないものと考えらえる。 
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また、我が国において、仮に、ドイツの共同税のように各団体の税収の平均値ま

で調整する制度を創設した場合においても、富裕団体が他の税目の税率を引き上げ

た場合、平均値が上昇することによって、税率を据え置いたままの他の団体が得を

するという問題が生じないような仕組みが必要である。ドイツの場合は、州は原則、

共同税、州税どちらについても立法権を有さず、課税標準も税率も連邦法によって

定められており、どの州も同じ税率で課税、徴収されているため、このような問題

が生じない。一方、我が国の地方税の税率については条例で定めることとなってい

ることから、このような問題に留意する必要がある。 

 

以上の点を踏まえ、我が国での地方共同税の試案として、例えば以下の２案が考

えられる。 

 

案ごとの課題については別途述べるとおりであるが、両案に共通する課題として、

そもそも地方共同税を偏在是正を主目的として考えるべきか、広域的な受益と負担

のあり方として構想すべきかといった問題がある。 

後述（第４．２「地方交付税の役割」）のとおり、財源保障、財政調整の責任が

国にあることから、地方法人課税であれ、地方消費税であれ、地方が共同税を通じ

て主体的に財政調整を行うこととすると、地方交付税総額の抑制圧力が強まる中で、

財政調整の責任を押し付けられやすくなり、なし崩し的に地方税全体が財政調整に

使われてしまう結果となることが懸念される。 

また、地方税は、受益と負担の関係に基づき、税源の所在に応じて地方団体が課

税するものであり、この原則と相容れない地方共同税の仕組みでは、自ら徴収した

税額を当該団体の配分額以上に拠出する団体（財源拠出団体）の住民及び議会の理

解が得られないのみならず、財源拠出団体そのものの徴税意欲が損なわれる恐れが

ある。 

したがって、地方共同税については、偏在是正を主目的とするのではなく、地方

全体の共通課題とこれを支える税とが成立するような受益と負担の関係を見出し、

共通の財政需要とそれに対応する税率の議論をセットで行う仕組みを構築し、地方

が住民の理解を得ながら主体的に税源を拡充する足がかりとすることに地方全体と

しての合意が得られる場合には、その結果として地方税の偏在是正が進むものと考

えるべきである。 
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【地方共同税：試案１の考え方】 

○法令等により義務付けられた事業はもとより、住民のニーズを踏まえて全国的に普及・

実施されている地方単独事業などのナショナルミニマムと言えるサービスについては、

国の財源保障の対象と考えられるが、例えば、その水準を超えた「全都道府県共通の課

題である人材育成のサービス」に要する財源を確保するため、各都道府県で育成された

人材が都市に流出して企業の活動を支え、企業収益の源泉となっていることなどに受益

と負担の関係を見出し、地方法人課税の一部を、「全都道府県共通の課題である人材育成

の財源を確保するために課す税」と位置付け、学校教育や職業訓練等に相関する人口な

どの客観的指標により配分する仕組みが考えられる。 

○結果として、今回の消費税法改正法第７条における「税制の抜本的な改革による地方消

費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことにより税源の偏在性を是正す

る」ことにも資することとなる。 

  

【地方共同税：試案１の課題】 

○地方共同税にふさわしいのは、法人事業税と法人住民税法人税割のどちらかという問題

のほか、地方法人特別税が法人事業税に復元したとしても、法人事業税が地方共同税化さ

れるのであれば、地方法人特別税制度の単なる衣替えにすぎないのではないかという問題

がある。 

○地方共同税化によって地方法人特別税制度が果たしてきた税源偏在是正機能が維持され

たとしても、今回の地方消費税充実による一部の大都市における財源超過の拡大の是正に

ついては、将来の消費税の拡充の機会に行われることとなる。 

○地方法人課税の全部又は大部分を地方共同税にする場合、企業誘致等が立地自治体の法

人関係税収の増に直接つながらなくなる面があるが、企業誘致等による新たな雇用の創出

や消費の増加に応じた住民税や地方消費税の充実という税源涵養の効果がなお残ると考

えられる。 

 

地方共同税：試案１（表７参照） 

・地方法人特別税を法人事業税に復元した上で、法人事業税又は法人住民税法人税割の

相当額を地方共同税化する。 

・地方法人課税の一部を「全都道府県共通の課題のために課す税」と位置付け、客観的

指標により配分する。 
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（表７） 
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【地方共同税：試案２の考え方】 

○従来の地方消費税は一般財源だが、今回引き上げられる地方消費税は社会保障目的とさ

れていること、地方消費税は、税率が全国一律で決定され、偏在性が小さく安定的で、全

ての団体に課税対象たる消費行為が存在することなどを踏まえ、ナショナルミニマムを上

回る部分に対応する地方共通の財源を確保するため、今後、住民の理解を得て地方消費税

率を引き上げる際に、地方消費税の一部を地方共同税化し、客観的指標により配分する仕

組みも考えられる。 

  

【地方共同税：試案２の課題】 

○地方法人特別税制度の廃止により、地方法人特別税が有している税源偏在是正効果が失

われることになることから、それへの対応が必要となる。 

 

 

 

 

 

地方共同税：試案２（表８参照） 

・地方法人特別税を法人事業税に復元した上で、地方消費税の一部を地方共同税化する。 

・地方消費税の一部を「全都道府県共通の課題のために課す税」と位置付け、客観的指

標により配分する。 

（表８） 



23 

 

（２）税源交換と地方共同税の併用 

税源交換は、税収構造を安定化させ、全体として偏在性が小さく、安定的な地方

税体系の構築に資する方策であるが、第３の１．（１）において示した税源交換試案

の実施だけでは、いずれの案によっても、今回引き上げられる地方消費税について、

個々の地方団体ごとの税収と社会保障給付支出との不均衡が是正されないという課

題が残ってしまう。また、そもそも地方消費税の充実は、小さいとはいえ偏在が残

ってしまうという問題を抱えている。 

一方、地方消費税の一部地方共同税化では上記のような不均衡や地方消費税の偏

在は結果として是正され、また、地方法人課税の一部共同税化では税源偏在の是正

効果は極めて大きなものとなるが、両者の場合、富裕団体の税収がそうではない団

体へ移転するという側面もあることから、税収構造の安定化といった富裕団体にと

ってもメリットのある仕組みが必要である。 

これらを踏まえると､税源交換と地方共同税をセットで実施する方策も考えられる。 

 

 

 

 

 

税源交換と地方共同税の併用：試案（表９参照） 

地方法人特別税を法人事業税に復元した上で、法人住民税法人税割を一部国税化して

地方交付税の原資とし、消費税（交付税原資分）の一部を地方消費税化するとともに、

今回引き上げられる地方消費税及び税源交換で得られた地方消費税を地方共同税化す

る。 

 

（表９） 
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（３）地方共有税 

地方法人特別税を法人事業税に復元することと関連して、税源交換などの新たな

措置を講じた場合でも残らざるを得ない地域間の財政力格差に対処するため、地方

交付税の有する財源保障・財源調整機能の充実強化が必要である。地方六団体に設

置された新地方分権構想検討委員会の最終報告（平成 18 年 11 月）に盛り込まれた

地方共有税の創設については、未だ実現していないばかりか、今回、国家公務員給

与の一時的な削減との均衡のため地方公務員給与を減額することを理由に地方交付

税が削減され、地方の固有財源が国による政策誘導に用いられるという事態に至っ

ている。今後、このようなことは、あってはならないのであり、それを防ぐために

も、地方固有の財源である地方交付税を、国の一般会計を通さず、「地方共有税」と

して特別会計に直接繰り入れる等の方式（地方交付税の地方共有税化）についても

検討すべきである。 

なお、今後、地方分権改革が進展し、税源移譲等による地方税の充実が図られれ

ば、地域間の税源の偏在のため地方団体間の財政力格差の拡大が避けられないこと

から、これを是正するため、地方交付税の財源保障機能はますます重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地方共有税：試案の考え方】 

○地方交付税は、地域社会の存立基盤を維持し、国で定めた一定水準の行政サービスを、

国民が全国どこで生活しても享受できるようにするためのものであり、国税という形で

徴収されているものの一部となっているが、本来地方の固有財源であり、また、地方団

体全体で共有している財源であることから、地方交付税が、自治体の「連帯」と「自立」

の精神に基づくセーフティネットであることを制度上明確化させることとする。 

○地方、特に農山漁村や中山間地域が、都市部にはない、水源涵養機能、森林の二酸化炭

素吸収機能・酸素供給機能、食糧生産機能、さらには、景観保全機能や都市住民の憩いと

安らぎの場としての機能を有していることや、産業廃棄物処理施設・原子力発電所・基地

等の施設を受け入れていること等により、国土全体が一体となって、日本という単一国家

地方共有税：試案（地方交付税の地方共有税化（H18 地方六団体案をベース）） 

（１） 名称を以下のとおり変更する。  

  ① 国民から国の特別会計に入るまで「地方共有税」  

  ② 国の特別会計を出て地方団体に入るまで「地方共有税調整金」      

（２） 国の一般会計を通さずに、「地方共有税及び譲与税特別会計」に直接繰り入れる。  

（３） 現在の財源不足を解消するため、地方共有税（地方交付税）の法定率の引上げを

行うとともに、必要に応じて地方税法に定める税率の変更も行う。  

（４） ３年から５年に一度、地方共有税（地方交付税）の法定率の変更を行うとともに、

必要に応じて地方税法に定める税率の変更も行う。  

（５） その他の年度は、財源不足があれば地方債または「地方共有税及び譲与税特別会

計」内に新たに設置する基金により調整する。  

（６） 特例加算や特別会計による借入れは行わない。  

（７） 国の政策減税の実施に伴い地方の財源不足が生じる場合には、地方共有税（地方

交付税）の法定率を引き上げる。  
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を形成しているということも踏まえる必要がある。 

 

【地方共有税：試案の課題】 

○各地方団体の地方共有税調整金の額の調整及び決定について、地方が参画のうえ、責任

をもって行える仕組みを構築する必要がある。 

○各地方団体間で意見の対立が生じたときへの対応策として、何らかの裁定の仕組みが必

要である。例えばドイツの場合、不服がある州は連邦憲法裁判所へ提訴できる。 

○地方共有税の運営や地方税法の税率の変更に、地方の意見が反映され、その決定への参

画を深めていくことによって、地方共有税は、地方交付税のような国から地方への垂直的

財政調整から、地方の合意に基づく水平的財政調整に性格を変えることとなるのではない

かとの意見もある。その場合、富裕団体がそうではない団体を支える仕組みに近づき、国

の財源保障責任の放棄につながることが懸念される。 
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（４）地方共同機構 

地方法人特別税制度のような従来地方税であったものをいったん国税とした上で

財政調整財源として使うのではなく、国からの関与を受けずに地方自らが地方団体

間の税収格差の是正を行う方式についても検討すべきである。 

地方団体の相互理解と協力に基づき、国に頼ることなく、地方税の税源偏在を是

正するため、全都道府県が共同して機構を創設し、地方団体からの納付と地方団体

への交付金によって調整する仕組みを構築することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

【地方共同機構：試案の課題】 

○大都市地域の地方団体が他の地方団体を支援することになるが、大都市地域の住民や議

会の納得を得ることは、きわめて困難である。 

○富裕団体がそうではない団体の財源を保障することになり、国が財源保障責任を果たさ

なくなる。 

○地方共同機構の仕組みは、富裕団体も含め全ての団体が加入することが前提となるが、

結果として富裕団体がそうではない団体の財政を支えることになることから、富裕団体の

加入を強制することは困難である。 

○機構を設置してまで税収の帰属状態を是正する必要がある税目は、そもそも地方税にな

じまないと考えられる。 

○機構からの交付額は巨額となるため、その基準を機構が決定するのであれば、憲法の趣

旨を踏まえた民主的なコントロールが及ぶ仕組みとする必要がある。 

○地域の代表者が集まり、新たな機構まで作って実施するのは行政改革の流れに逆行する

と考えられる。 

 

地方共同機構：試案 

・全都道府県が共同して機構を創設し、調整を行う仕組みを構築する。 

・機構は、法律により全都道府県に加入を義務付ける特別法人とし、例えば、偏在性の大

きい地方税目について、一人当たり税収額が全国平均を上回る都道府県は、上回る額を

機構に拠出し、下回る都道府県に対しては、下回る額に応じて交付金を交付する。 
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第４ 改革にあたっての留意点 

１．地方の意見の反映  

偏在是正のため新たな制度を構築するにあたっては、地方法人特別税制度のよ

うに、今後、地方税を再配分の財源にするといったことが行われないよう、制度創

設時、更に制度の運用時いずれの段階においても、地方の意見を反映させる制度的

な工夫が必要である。 

また、地方団体の総意に基づき税源交換などによって地方交付税の原資を強化

したとしても、国の裁量で地方交付税総額が決められる仕組みのままであれば、地

方が必要な交付税原資をしっかり確保できないおそれがあるため、地方交付税の総

額の決定において、地方の意見が適切に反映される仕組みが必要である。 

現在、既に制度化された国と地方の協議の場の運用が積み上げられているが、

その実態をみた場合、今のままの運用で十分であるとは言い難い。例えば、ドイツ

の共同税においては、課税標準や税率、各州へ帰属すべき額等は連邦法で決められ

ているが、州の代表を構成員とする連邦参議院の同意が前提となっており、我が国

においても、地方の意見がより一層確実に反映させられる意思決定プロセスを確保

する必要がある（図４参照）。その際には、日本国憲法第 84 条の租税法律主義との

関係に留意した制度設計が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、地方の財政ニーズを議論し、増税を決定するような意思決定の場として、

かつての地方財政委員会を創設するといったことや、地方財政審議会を改組、機能

強化し、独立性の高い地方財政委員会を創設するといったことも考え、さらに地方

の意見を反映させるようにすべきである。 

 

（図４） 
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２．地方交付税の役割  

地方交付税とは、本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡

を調整し、すべての地方団体が一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地か

ら、国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分する、い

わば「国が地方に代わって徴収する地方税」である。そもそも、国と地方との間で

の権限配分を国が決めている以上、地方がいわゆるナショナルミニマムに相当する

標準的な行政を安定的に遂行できるようにするため、税財源の配分を通じて中央政

府が責任を有することは当然のことである。 

先進国においては、国による個人の生存権の保障は普遍的な理念として定着し

ている。地方団体が、個人の生存権を保障するため、全国統一的に行う住民サービ

スや地域の実情に応じてきめ細かく行う住民サービスを適切に提供できるよう、国

による財源保障が必要である。さらに、戦後、国の経済政策等により生じた地域間

の財政力格差を調整し、標準的な行政を遂行する財源を保障する責任は、富裕団体

ではなく、当然国が負うべきである。 

  これらの国の義務を果たすための仕組みが地方交付税制度であり、国税の一定割

合ではありながらも、交付「税」とは「地方税」を通じて、国が責任を持って財政

調整・財源保障を行っているものである。 

なお、偏在是正の問題を解決するには、地方交付税を増額すれば良いのではな

いかとの意見があるが、 

・地方交付税が財源保障責任を果たす前提となるナショナルミニマムの範囲に

ついて、国民の理解を得る必要があるのではないか 

・平衡交付金制度から現行の地方交付税制度に改正され、法定率の引上げを認

めつつも、地方の財政需要の積み上げではなく、尐なくとも国税の一定割合と

いう範囲内で財政運営を行う枠組みへと変化したことを、どのように考えるか 

・昭和 50 年代から連綿と続く特例措置、折半ルール、そして近年の臨時的措置

の常態化を考えると、法定率の引上げ等による地方交付税制度の改革が必要で

あると考えられるが、国の歳入に占める単年度の税収が４割程度しかなく、国

債及び借入金並びに政府保証債務現在高が1,000兆円を超えるといった厳しい

国の財政状況を踏まえて対応していく必要があるのではないか 

・国、地方ともに極めて厳しい財政状況の中で、仮に地方交付税の増額により

団体ごとの財政需要との均衡がとれたとしても、財源保障の水準を大きく超え

る財源超過団体が存在することについて国民の理解が得られるか 

といった問題を避けて通ることはできず、これらの課題を踏まえた今後地方交付税

制度の基本的な見直し・改革が必要であると考えられる。 
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 第５ その他の検討課題 

（地方法人課税の外形課税化） 

  外形標準課税の拡大は地域間格差の是正の面で一定の効果は考えられるが、それ

ほど大きくないのではないか、また、所得の尐ない法人にとって税負担が重くなる

ことに理解が得られないのではないかという課題があるものの、地方法人課税の税

収の変動への対応や応益性の強化という観点から、その拡大が検討されるべきであ

る。その際には、地域間格差是正の効果や法人課税の実効税率の引下げにつながる

メリットもあることから、例えば資本金１億円超の企業について、法人事業税の付

加価値割の部分を拡充していくことが考えられる。 

  また、法人事業税の資本割について、課税標準である「資本金等の額」が企業実

態を反映しておらず課税標準として適当ではないのではないかとの指摘もあり、こ

の点についても、今後検討すべきである。 

   

（地方法人課税の分割基準の見直し） 

  法人事業税の分割基準については、応益性や国の財源保障責任の観点から、財政

調整を目的として変えることは不適当であると考えられるが、例えば、以下の点に

着目してより客観性のある指標に変えていくことは望ましい。 

  ・法人における管理部門の形態が、事業部制や分社化の導入、アウトソーシング

の活用等で多様化・分散化しつつあること、事業所数基準の導入と趣旨が重複

すること等から、平成 17 年度税制改正において、法人事業税の分割基準のう

ち「本社管理部門の従業者数」を２分の１とする圧縮措置が廃止されたことに

ついて、どう考えるか 

・工場における産業用ロボット等の導入により無人化への方向が著しく進んでい

ることから、例えば「資本金 1億円以上の製造業の工場従業者数」を現行の 1.5

倍からさらに引き上げるべきではないか 

・製造業に限らず、非製造業における近年のアウトソーシング化の動きを反映さ

せるべきではないか 

これらの課題について、実態を把握した上で、諸外国の制度も参考にして、その

他の分割基準のあり方も含めて今後検討すべきである。（図５参照） 
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（図５） 
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地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書（構成案） 

 

１ はじめに 

 

２ 地方法人課税の現状と課題 

(1) 地方税収全体に占める地方法人２税の推移 

(2) 法人事業税と法人住民税 

(3) 地方法人特別税・譲与税 

(4) 税制抜本改革法 

 

３ 税源の偏在性について 

(1)  税源の偏在性・財政力格差を何で評価するか 

(2) 現在の税源偏在の状況の評価 

(3) 税制抜本改革等の影響 

 

４ 税制における是正方策と地方法人課税のあり方 

(1) 地方税・地方譲与税及び地方交付税それぞれの役割分担 

(2) 地方法人課税のあり方 

(3) 地方法人特別税・譲与税制度の評価 

 

５ その他 

(1) 分割基準・清算基準 
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６ 地方法人課税等の在り方に関する見直しの方向性 

(1) 基本的な考え方 

(2) 具体的な方向性 
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１ はじめに 

地方法人特別税・譲与税制度は、「税制の抜本的な改革において偏

在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置」として、

平成 20 年度税制改正において創設され、平成 20 年 10 月 1 日に施行

された。 

 その後、平成 24 年 8 月に成立した消費税（国・地方）の税率引上

げ等を内容とする「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」第７条

第 5 号においては、地方税制について、「地方法人特別税及び地方法

人特別譲与税について、税制の抜本的な改革において偏在性の小さ

い地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏まえ、

税制の抜本的な改革に併せて抜本的に見直しを行う。」、「税制の抜本

的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方

を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、

その際には、国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する。」ことが

検討項目として挙げられ、その検討結果に基づき、速やかに必要な

措置を講じることとされた。 

 このことを踏まえ、総務大臣は、平成 26 年 4 月の消費税率の第一

段階の引上げ時までに地方法人特別税・譲与税制度及び地方法人課

税の在り方の見直しについて結論を得る旨を表明するとともに、平

成 24 年 9 月に地方財政審議会に「地方法人課税のあり方等に関する

検討会」を設置し、国・地方の税制全体を通じた幅広い検討を専門

事務局案 
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的見地から行い、考え方をまとめることを要請した。 

 本検討会では、これまで計○回の会議を開催し、有識者、経済団

体等の関係者からのヒアリングを行いつつ、地方法人特別税・譲与

税制度や地方法人課税の在り方等について精力的に議論を重ねてき

たところである。 

 本報告書は、これまでの検討内容等について取りまとめたもので

あり、今後の地方法人特別税・譲与税制度及び地方法人課税の在り

方の見直し等に資するものとなれば幸いである。 
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２ 地方法人課税の現状と課題 

(1) 地方税収全体に占める地方法人２税の推移 

 地方税収全体は約 35.7 兆円（平成 23 年度決算ベース。以下

同じ。）であり、都道府県税が約 15.3 兆円、市町村税が約 20.4

兆円となっている。 

 都道府県税のうち法人道府県民税は約 0.8 兆円、法人事業税

は約 2.2 兆円、平成 20 年度に事業税の一部を振り替えて成立し

た地方法人特別税は約 1.5 兆円の合計約 4.5 兆円であり、都道

府県税収の約３割を占める基幹税となっている。 

また、市町村税においても、法人市町村民税は約 2.0 兆円と

市町村税収の約１割を占めている。 

＜図表１ 国税と地方税の税収内訳 参照＞ 

 

 (2) 法人事業税と法人住民税 

法人事業税は、事業がその活動を行うに当たって地方団体の

施設を利用し、その他の行政サービスの提供を受けていること

から、これらのために必要な経費を分担すべきであるとの考え

方に基づいて、法人の行う事業そのものを課税客体として課す

る税である。昭和 24 年のシャウプ勧告においては、法人事業税

の課税標準については、「原料等、他の事業から購入したものの

価値に、その企業が附加したところの額である」とされ、付加

価値を採用すべきである旨、勧告されている。この勧告に従っ
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て昭和25年度に成立した附加価値税は結局施行されずに廃止さ

れたが、応益性の原則、負担分任原則から見て外形標準課税は

事業税の課税方式として望ましいことから、平成 16 年度に法人

事業税の一部に外形標準課税が導入された経緯がある。 

 

法人住民税は、地域社会の費用について、その構成員である

法人にも個人と同様幅広く負担を求めるために課税するもので

ある。法人住民税は、資本金等の額等に応じて定額の負担を求

める「均等割」と、法人税額に応じた負担を求める「法人税割」

から構成されている。 

 

法人の事業所得等を課税標準とする法人事業税と法人住民税

法人税割については、ともに税収の年度間の変動が大きく、偏

在度も高いが、法人事業税については平成 16 年度にその一部に

外形標準課税が導入され所得割の割合が減少したこと及び平成

17 年度に分割基準の見直しが行われたこと等の影響から、現在

では法人住民税法人税割の方が税収の年度間の変動が大きく、

偏在度も高い税となっている。 

＜図表２ 地方税各税目の人口一人当たり税収額 参照＞ 

＜図表３ 都道府県税の偏在度の推移 参照＞ 

 

(3) 地方法人特別税・譲与税 
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偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築は、地方税

の充実と合わせて地方税制の再重要課題である。 

平成初頭のバブル経済の崩壊後、地方税収についても長らく

低迷が続いたが、平成 15 年度を底に法人２税が急速に回復し、

景気動向の地域差も相俟って地域間の税収の差が拡大し、財政

力格差の拡大が顕著となったことから、平成 20 年度改正におい

ては、地方税の偏在是正が重要な課題となった。 

 この地方税の偏在是正については、経済財政諮問会議等にお

いて、総務大臣が「地方消費税の充実などにより、税収が安定

的で偏在度の小さい地方税体系を構築する」という地方税改革

の基本方向を示し「当面、地方交付税原資の中で偏在度の小さ

い地方消費税と偏在度の大きい法人２税を交換」するという提

案を行った。それに対し、財務大臣が「個別地方団体間では大

きな財政力格差が存在。東京の財源超過額は 1.4 兆円で、財政

力指数下位 8 県の財源不足額とほぼ同額。」と財政力格差を問題

視し、その是正の重要性を指摘する一方で、「地域間の財政力格

差の問題については、地方団体間の水平的調整で対応すべき」

と総務大臣とは異なる考え方が提示された。 

 

平成 20 年度税制改正においては、税体系及び交付税原資の抜

本的な改革は見送られ、これに伴って、消費税と法人２税の税



7 
 

源交換の方式は実現できないこととなったことから、喫緊の課

題である地域間の税源偏在の是正に早急に対応するため、税制

の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行

われるまでの間の暫定措置として、 

 

① 法人事業税（所得割・収入割）の一部（地方消費税 1％に

相当する 2.6 兆円分）を分離し、地方法人特別税（国税）と

する。 

② 地方法人特別税の課税標準を法人事業税（所得割・収入割）

の税額（標準税率）とする。 

③ 地方法人特別税の賦課徴収は都道府県が法人事業税と併

せて行う。 

④ 地方法人特別税の税収は、地方法人特別譲与税として、人

口（２分の１）及び従業者数（２分の１）を基準に都道府県

に譲与する。 

 

とする内容の地方法人特別税・譲与税制度の創設が決定された。

なお、平成 20 年度税制改正大綱においては、「地方税制につい

ては、更なる地方分権の推進とその基盤となる地方税財源の充

実を図る中で、地方消費税の充実を図るとともに、併せて地方

法人課税のあり方を抜本的に見直すなどにより、偏在性が小さ
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く税収が安定的な地方税体系を構築することを基本に改革を進

める。」、「この基本方向に沿って、消費税を含む税体系の抜本的

改革において、地方消費税の充実と地方法人課税のあり方の見

直しを含む地方税改革の実現に取り組む」ことも明記され、そ

れまでの間の暫定措置として地方法人特別税・譲与税制度が創

設された。平成 20 年 4 月 30 日に公布された地方法人特別税等

に関する暫定措置法においても「この法律は、税制の抜本的な

改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまで

の間の措置」（同法第１条）であることが明記されている。 

＜図表４ 地方法人特別税・譲与税について 参照＞ 

＜図表５ 地方法人特別税の税率設定について 参照＞ 

＜図表６ 地方法人特別税・譲与税の制度創設時の偏在是正効果の推計 参照＞ 

＜図表７ 都道府県税収の偏在度の変化 参照＞ 

 

その後、平成 21 年度には、所得税法等の一部を改正する法律

（平成 21 年法律第 13 号）附則第 104 条において、平成 20 年 12

月 24 日に閣議決定された「中期プログラム」の内容が明記され

たが、その中で同条第 3 項第 7 号に「地方税制については、地

方分権の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の

確保の観点から、地方消費税の充実を検討するとともに、地方

法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在性が小さく、
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税収が安定的な地方税体系の構築を進めること」と、前述の平

成 20 年度税制改正大綱で示された方向性が法律上明記された。 

 

なお、地方法人特別税・譲与税制度の導入による偏在是正額

は、平成 20 年秋のリーマンショックによる景気の急激な悪化と

その後の低迷による法人所得の減少により、当初の想定の半分

程度に留まっている。 

 

(4) 税制抜本改革法 

 国・地方を通じた社会保障財源の充実確保と財政健全化の同

時達成を目指すものとして平成24年 8月に成立した税制抜本改

革法では、消費税（国・地方）の税率引上げ等の税制の抜本的

改革に合わせて検討すべき事項が列記されており、そのうち地

方税制については次のとおり規定された。 

 

 

 

 

 

 

 

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正

する等の法律（平成 25年法律第 68号） 
第７条 

５ 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。  

イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本

的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われる

までの間の措置であることを踏まえ、税制の抜本的な改革に併せ

て抜本的に見直しを行う。  

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法

人課税の在り方を見直すことにより税源の偏在性を是正する方

策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全体を通じて

幅広く検討する。 
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当該規定を踏まえ、平成 26 年 4 月の１回目の消費税率の引上

げ施行前に見直しの内容を明らかにすべく、平成 24 年 9 月に地

方財政審議会に本検討会が設置され、地方法人特別税の抜本的

見直しに向けて検討を行うとともに、地域間の税源偏在の是正

に向け地方法人課税のあり方等について幅広く検討を進めるこ

ととされた。  
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３ 税源の偏在性について 

(1)  税源の偏在性・財政力格差を何で評価するか 

地方法人特別税は、「税制の抜本的な改革において偏在性の小

さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置」（地方法人特

別税等に関する暫定措置法第１条、税制抜本改革法第７条第５

号イ）であることから、地方法人特別税の見直しに当たっては、

「偏在性の小さい地方税体系」が構築され、財政力が是正され

たかどうかをどのように評価するかについて検討する必要があ

る。 

 

地方税は、地方団体が行政サービスを提供するために必要な

経費を賄うものであり、地域の共通の経費をその地域の住民や

法人がその能力と受益に応じて負担し合うものである。 

したがって、税源偏在の是正を考える際には、単に人口一人

当たり税収等で示される税源の偏在の状況をみるだけではなく、

地方団体が提供する行政サービス水準の格差につながる財政力

の格差を考慮に入れる必要がある。 

その際、人口一人当たり一般財源は、地方団体が法令により

義務づけられた事務を相当量行っていることに対し、地方交付

税等で財源保障を行っていることの影響が大きいため、地方団

体独自の行政サービス等の格差を示すものとなっておらず、こ
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れのみによって税源偏在・財政力格差を判断することは不十分

であると考えられる。 

 

この点につき、地方交付税の算定に用いられている基準財政

需要額は、地方団体が合理的、妥当な水準で行政を行う場合の

財政需要と位置づけられているが、これを上回る歳入は財源超

過額等となり、地方団体が独自の行政を行うための財政需要に

充てられ、その大きさは財政運営の自由度を示す一つの指標と

なることに鑑みれば、基準財政需要額に占める財源超過額等の

割合等の指標を用いて、税源偏在・財政力格差を判断すること

も有効である。 

＜図表７ 「一般財源」、「留保財源」、「財源超過額」、「基準財政需要額」につい

て 参照＞ 

 

いずれにしても、「偏在性の小さい地方税体系」を検討するに

際し、税源偏在・財政力格差については、特定の一つの指標で

とらえるべきではなく、人口一人当たり税収・一般財源や基準

財政需要額に占める財源超過額等の割合等の複数の指標を用い

て総合的に判断されるべきものである。 

  

(2) 現在の税源偏在の状況の評価 
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地方法人特別税・譲与税制度が創設された平成 20 年度以降の

税源偏在・財政力格差の状況は、人口一人当たり税収、財源超

過額、財源超過額＋留保財源のいずれをみても、それ以前より

緩和されている状況にある。このことは、地方法人特別税・譲

与税制度による偏在是正効果によるものであるが、平成 20 年秋

のリーマンショックによる景気の急激な悪化による法人所得の

減のため、偏在性が大きい地方法人２税に大幅な減収が生じた

影響でもあることに留意する必要がある。 

＜図表９ 財源超過額及び留保財源額の推移 参照＞ 

＜参照１０ 都区の財源超過額の推移 参照＞ 

 

(3) 税制抜本改革等の影響 

今回の税制抜本改革法による地方消費税率の引上げは、社会

保障財源の確保と地方財政の健全化を目的として行われた改革

であるが、地方税の税源偏在・財政力格差の是正の観点からみ

れば、偏在性の小さい地方消費税が充実することにより、人口

一人当たり税収等で示される税源偏在が緩和されることは評価

すべきことである。 

一方で、今回の地方消費税の税率引上げに合わせて、仮に地

方法人特別税・譲与税を廃止し、事業税に復元すると、現状よ

り財源超過額等で示される税源偏在・財政力格差は拡大し、平



14 
 

成 17 年度当時の水準に戻ることとなる。 

平成 20 年度税制改正において、当時の直近の決算である平成

17 年度決算における税源偏在・財政力格差の状況を踏まえて、

その是正が必要として地方法人特別税・譲与税制度を成立させ

た国会の意思を踏まえれば、少なくとも今回の地方消費税の税

率引上げに合わせて、単に地方法人特別税・譲与税を廃止し、

事業税に復元する状況にはないと考えられる。 

 

また、引上げ分の地方消費税は社会保障財源に充てられるこ

ととなっているが、交付団体では臨時財政対策債等の減少と相

殺される一方で、不交付団体ではそのまま財源超過額の増とな

り、個々の団体ごとにみると地方消費税収と社会保障給付支出

との間に不均衡が生じることとなる。すなわち基準財政需要額

に占める財源超過額等の割合等で示される税源偏在・財政力格

差は、不交付団体と交付団体との間でむしろ拡大することを意

味しており、何らかの是正措置が必要であると考えられる。 

 

加えて、リーマンショック以来低迷が続いていた景気も平成

25 年に入って回復傾向にあり、法人税収も平成 24 年度の税収見

込を約 1.4 兆円上回るなど、順調に回復している。また、平成

25 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」においては、
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「今後 10 年間の平均で名目 GDP 成長率３%程度、実質 GDP 成長

率２%程度の成長」が目標として掲げられており、今後、地方法

人２税においても税収増が見込まれる状況にある。 

仮に今後、法人所得が大幅に上昇した平成 19～20 年度と同水

準になれば、税源偏在・財政力格差は、人口一人当たり税収、

基準財政需要額に占める財源超過額等の割合等の多くの指標で

現状より拡大するものと見込まれることにも留意する必要があ

る。 

 

このように、税制抜本改革や今後の景気動向等による影響に

鑑みれば、未だ偏在性の小さい地方税体系が構築されたとはい

えず、引き続き何らかの偏在是正措置を必要としている状況に

あると考えるべきである。 



参考資料

資料４



（注）１　各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

　　　２　国税は特別会計分を含み、地方税、道府県税及び市町村税は超過課税分及び法定外税を含む。

　　　３　国税は地方法人特別税を除いた額、地方税は地方法人特別譲与税を加えた額である。

　　　４　計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

個人市町村民税

32.8％

66,876億円

個人

道府県民税

30.1％

46,227億円

個人住民税

31.7％

113,103億円

所得税

30.9％

134,762億円

法人市町村民税

9.9％

20,107億円

地方法人二税

29.8％

45,686億円

地方法人二税

18.4％

65,793億円

法人税

21.4％

93,514億円

地方消費税

16.6％

25,503億円

地方消費税

7.1％

25,503億円

消費税

23.4％

101,946億円

固定資産税

43.5％

88,692億円

固定資産税

24.8％

88,692億円

自動車税

10.4％

15,972億円

軽油引取税

6.1％

9,318億円

都市計画税

6.2％

12,675億円

その他

7.6％

15,424億円

その他

7.0％

10,662億円

その他

18.0％

64,051億円

その他

24.3％

105,972億円

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000 400,000 450,000５兆円 １０兆円 １５兆円 ２０兆円 ２５兆円 ３０兆円 ３５兆円 ４０兆円 ４５兆円

・法人住民税 7.8％ 27,962億円

・法人事業税 10.6％ 37,831億円

（うち地方法人特別譲与税 15,427億円）

〔
地
方
税
内
訳
〕

・自動車税 15,972億円

・都市計画税 12,675億円

・地方たばこ税 11,928億円

・軽油引取税 9,318億円

国 税

436,194億円

地方税合計

357,142億円

道府県税

153,368億円

市町村税

203,774億円

・揮発油税 29,318億円
（地方揮発油税を含む）

・酒税 13,693億円

・相続税 14,744億円

・印紙収入 10,469億円

・たばこ税 10,315億円
（このほか、たばこ特別税 1,595億円）

国税・地方税の税収内訳（平成23年度決算額）
図表１
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長方形
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１ 制度創設（平成20年度改正）時の、平成20年度当初の税収見込みをもととした地方法

人特別税・譲与税の規模（平年度化後）。

２ 地方法人特別税（国税）は、都道府県が、法人事業税と併せて賦課徴収。

３ 地方法人特別税の課税標準は、法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）。

４ 都道府県が賦課徴収した地方法人特別税の税収は、その全額を、地方法人特別譲与

税として、都道府県に譲与。

(注)

法
人
事
業
税

（改正前）

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

（改正後）

法
人
事
業
税

2.6兆円

（地方消費税１％
相当）

１／２ 人口
１／２ 従業者数

により按分・譲与(注4)

賦課徴収
したそれ
ぞれの都
道府県の
税収へ

(注2)

(注3)

3.2兆円

(注1)

制度創設時

制度創設時

※平成20年10月1日より施行

※ 地方消費税交付金の
交付基準と同様

地方法人特別税・譲与税について

制度創設時の想定 Ｈ２３実績
Ｈ２４実績

（見込） Ｈ２５地財

地方消費税１％相当額 ２６,０００ ２５，５０３ ２５，５１１ ２６，６５０

地方法人特別税・譲与税の規模 ２６,０００ １５，４２７ １６，７０９ １７，６４３

減収となる団体の影響額 ▲３，９８６ ▲１，９５０ ▲１，６１１ ▲１，８５５

東京都 ▲３，１９７ ▲１，５１０ ▲９７４ ▲１，３２９

愛知県 ▲４１４ ▲１２１ ▲１８９ ▲１６１

大阪府 ▲２６５ ▲１６６ ▲２１４ ▲２１８

（単位：億円）

税源の偏在是正の観点から、
制度創設時において、地方消費税１％分に相
当する法人事業税を、地方消費税交付金の交
付基準と同じ基準で譲与することとしたもの

税制の抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置として地

域間の税源偏在を是正するための制度として創設

地
方
法
人

特
別
税
（国
税
）

地
方
法
人

特
別
譲
与
税

(注2)
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第一 基本的考え方 

 

わが国の直面する最重要課題は、デフレからの早期脱却と経済再生の実現である。

一方で財政健全化が喫緊の課題であることは言うまでもない。これらを実現すべく、

安倍政権においては、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、そして「民間

投資を喚起する成長戦略」からなる「三本の矢」を一体として強力に推進してきて

いる。また、来年４月以降の消費税率引上げに伴う駆け込み需要及び反動減対策に

も十分な目配りが必要である。 

税制面については、平成 25 年度税制改正において、政府の成長戦略を先取りし

て、生産等設備投資促進税制の創設、研究開発税制や交際費課税の大幅な拡充、所

得拡大促進税制の創設などこれまでの税制とは視点を変えた大胆な取組を行ってお

り、まずは、こうした制度が民間企業において十分に活用されることを期待したい。 

歳出歳入一体という観点から予算編成過程で同時に税制改正について決定するの

が本来であるが、今般、消費税率引上げに伴う経済対策と成長力強化のための総合

的な対策が必要であることから、日本再興戦略（平成 25 年６月 14日閣議決定）に

盛り込まれている民間投資を活性化させるための税制措置等については、通常の年

度改正から切り離して前倒しで決定することとする。 

なお、民間投資の活性化を促していくためには、税制での支援だけでは限界があ

り、予算面や金融面での支援や既存設備の単なる更新投資の域を超えた新たな投資

を後押しするような制度・規制面での環境整備など各省庁の政策の総動員を行う必

要がある。それが次元の違う成長戦略につながる。こうした観点から、民間投資の

活性化に資する制度・規制面での環境整備をしっかり行う場合には、これに対応し

た税制措置を講じることとする。 

さらに、民間投資の活性化を含む「三本の矢」の成果が所得の拡大という形など

で広く国民に享受されることが重要である。その結果、消費が拡大しさらなる経済

成長につながるといった経済の好循環が実現することになる。こうした観点から、

平成 25 年度税制改正において創設した所得拡大促進税制の拡充を行うこととする。 

 年末に向けて、平成 26 年度税制改正として行うべき措置等について引き続き検

討を進めることとする。 

 足元の経済成長を賃金上昇につなげることを前提に、復興特別法人税の一年前倒
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しでの廃止について検討する。その検討にあたっては、税収の動向などを見極めて

復興特別法人税に代わる復興財源を確保すること、国民の理解、なかでも被災地の

方々の十分な理解を得ること、及び復興特別法人税の廃止を確実に賃金上昇につな

げられる方策と見通しを確認すること等を踏まえたうえで、12 月中に結論を得る。 

なお、法人課税については、企業の国際競争力や立地競争力の強化のため、国・

地方を合わせた表面税率である法人実効税率を引き下げるべきとの意見がある。わ

が国が直面する産業構造や事業環境の変化の中で、法人実効税率引下げが雇用や国

内投資に確実につながっていくのか、その政策効果を検証する必要がある。表面税

率を引き下げる場合には、財政の健全化を勘案し、ヨーロッパ諸国でも行われたよ

うに政策減税の大幅な見直しなどによる課税ベースの拡大や、他税目での増収策に

よる財源確保を図る必要がある。こうした点を踏まえつつ、法人実効税率の在り方

について、今後、速やかに検討を開始することとする。 

自動車取得税及び自動車重量税については、経済情勢に配慮する観点から、消費

税率引上げの前後における駆け込み需要及び反動減の緩和も視野に入れ、税制抜本

改革法第７条第１号カに基づき、国及び地方を通じた関連税制の在り方の見直しを

行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽

減、グリーン化を図る観点から、見直しを行う。 

 

 以下、各項目について基本的考え方を述べる。 

 

１ 先端設備の投資を促す税制 

  企業の設備投資の水準は、長きに亘って減価償却費やキャッシュフローの範囲

内に留まってきた。このため、設備は老朽化・劣化し、生産性の伸び悩みの要因

となっている。こうした状況を打破するため、生産性の向上につながる設備、具

体的には生産性の高い先端的な設備への投資や、生産ラインやオペレーションの

改善のための設備への投資を対象に、即時償却又は税額控除ができる制度（生産

性向上設備投資促進税制）を創設する。 

  また、わが国の地域経済及び雇用を支える中小企業の一層の活躍を支援するた

め、中小企業投資促進税制を拡充する。具体的には、本税制の対象設備のうち、

生産性向上設備投資促進税制の対象となる設備について、即時償却又は税額控除
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ができるよう拡充する。また、資本金 3，000 万円以下の事業者の税額控除率を

上乗せするとともに、生産性向上設備への投資を加速する観点から、新たに創設

される税額控除制度については、資本金１億円以下の事業者も対象とする。 

  なお、中小企業は赤字法人が多く、投資減税が設備投資のインセンティブとな

りにくい側面もあることから、補助金を中小企業向けの設備投資支援に重点化す

るなど、予算措置による対応を別途検討する。 

  さらに、研究開発税制について、平成 25 年度税制改正で大幅な拡充を行った

ところであるが、わが国の成長の源泉である研究開発投資の拡大を一層加速化さ

せるため、増加型の措置を拡充し、増加率に応じて控除率を引き上げる仕組みに

改める。 

  固定資産税の償却資産課税に関する税制措置については、固定資産税が基礎的

自治体である市町村を支える安定した基幹税であることを踏まえ、政策目的とそ

の効果、補助金等他の政策手段との関係、市町村財政への配慮、実務上の問題点

など幅広い観点から、引き続き検討する。 

 

２ 民間企業等によるベンチャー投資の促進のための税制 

産業の新陳代謝を進める上で、多くの人や中小企業が創業や新たな事業にチャ

レンジしやすい環境を整備する必要がある。そのためには、ベンチャー企業に対

して、十分なリスクマネーの供給、ベンチャー企業と取引先企業の橋渡し、事業

化に必要なノウハウ・技術などの支援を同時に行っていく必要がある。このため、

特にこうした環境の整備が急がれる事業拡張段階にあるベンチャー企業などへの

支援を徹底するため、産業競争力強化法（仮称）において必要な経営支援等を行

うベンチャー・ファンドを認定する仕組みを設けることとし、税制においてもこ

うしたベンチャー・ファンドを通じた企業の投資を促進するため、その損失リス

クに備えるための措置を講じる。 

あわせて、地域の活性化の観点から、地域のリソースを活用した創業を促進し

ていく必要がある。このため、産業競争力強化法において、地域の実情を踏まえ

た支援が可能である市区町村による創業支援の枠組みを整備することとし、税制

においてもその枠組みの下での株式会社の設立を促進するための措置を講じる。 
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３ 収益力の飛躍的な向上に向けた経営改革を促進するための税制 

わが国産業の過当競争・過剰供給構造を解消し、複数企業間の経営資源を融合

することを通じて、収益力を高めることにより、企業の競争力の強化を図る必要

がある。 

このため、産業競争力強化法において、同業種間の事業統合を含めた収益力の

飛躍的な向上を目指す事業再編を認定する仕組みを設けることとし、税制におい

てもこうした事業再編を行う企業のリスク負担に備えるための措置等を講じるこ

ととする。 

 

４ 設備投資につながる制度・規制面での環境整備に応じた税制 

防火・防災対策や耐震対策など国民の安全・安心のための設備投資や、省エネ

投資といったエネルギー政策の観点からの投資を進めていく必要がある。 

こうした投資は、大きな目で見れば、立地競争力や事業継続可能性を高め、ひ

いては企業の競争力強化につながるものであるが、直接的・短期的に企業の収益

力を高めるものではないことから、投資減税のみでこれを促進していくことは困

難である。このため、まずはそれぞれの政策目的に沿った企業行動を促すための

制度・規制面での環境整備を行う。それを前提に、その結果生じる企業の投資行

動を税制で支援し、必要な投資を促進していく。 

今般の検討においては、国土の強靱化、環境政策、エネルギー政策などの観点

から、様々な制度・規制面での環境整備が提示されたが、この中で企業行動を促

すとの観点から十分な制度・規制面での対応が行われ、かつ税制を仕組むことが

可能な程度に制度が整備されている耐震改修を促進するための法人税等に係る税

制を創設する。 

さらに、ノンフロン製品や省エネ改修、温暖化対策に資する設備への投資につ

いては、エネルギー効率の向上により生産性の向上につながるものであることか

ら、生産性向上設備投資促進税制の対象とすることとする。 

また、固定資産税については、各地域における安全・安心のための投資促進や

環境政策の推進の観点も重視し、耐震改修及び排出ガス規制に適合した特定特殊

自動車の早期普及を促進するための特例措置を創設するとともに、浸水防止用設

備やノンフロン製品の普及を促進するための特例措置を、地域決定型地方税制特
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例措置（通称：わがまち特例）を導入した上で創設する。 

なお、今般の検討過程で制度・規制面での環境整備に関連してなされたその他

の税制改正要望については、企業に実際の行動を促す実効性が確保されているか、

税制を適用するために必要な制度が整備されているか等の点について、更なる検

討が必要なことから、今回は対応を見送ったところである。引き続き、実効性の

ある制度・規制面での環境整備の検討と合わせて、税制での対応の必要性などに

ついて年末の大綱決定に向けて検討していく。 

 

５ 所得拡大促進税制の拡充 

  日本経済の真の再生のためには、企業の収益が、賃金の上昇や雇用の拡大につ

ながっていく好循環を実現することが重要である。このため、平成 25 年度税制

改正において、給与等の支給を増加させた企業を優遇する所得拡大促進税制を創

設した。今般、成長戦略の実現を加速化するため、この税制について、企業にと

ってより使いやすいものとし、企業による賃金の引上げを強力に促すものにする

との観点から、計画的・段階的に賃上げをしていく企業を支援する仕組みに改め

るとともに、企業の従業員構成の多様性に対応する要件緩和を行う。 
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第二 具体的内容 

 

一 民間投資の活性化 

（国 税） 

〔新設〕 

１ 生産性の向上につながる設備投資を促進するための税制措置（生産性向上設備

投資促進税制）の創設 

産業競争力強化法（仮称）の制定に伴い、青色申告書を提出する法人が、同法

の施行の日から平成 29年３月 31 日までの間に、生産等設備を構成する機械装置、

工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウエアで、同法に規定

する生産性向上設備等（仮称）に該当するもののうち、一定の規模以上のものの

取得等をして、その生産性向上設備等を国内にあるその法人の事業の用に供した

場合には、その取得価額の 50％（建物及び構築物については、25％）の特別償

却とその取得価額の４％（建物及び構築物については、２％）の税額控除との選

択適用ができることとする。ただし、税額控除における控除税額は、当期の法人

税額の 20％を上限とする。 

なお、産業競争力強化法の施行の日から平成 28 年３月 31日までの間に取得等

をしたものについては、その普通償却限度額との合計でその取得価額までの特別

償却とその取得価額の５％（建物及び構築物については、３％）の税額控除との

選択適用ができることとする（所得税についても同様とする。）。 

（注１）上記の措置は、平成 26 年４月１日前に終了する事業年度において産業

競争力強化法の施行の日から平成 26年３月 31 日までの間に対象資産の取

得等をした場合には、平成 26 年４月１日を含む事業年度において、特別

償却相当額又は税額控除相当額の償却又は控除ができることとする。 

（注２）生産等設備とは、その法人の事業の用に直接供される減価償却資産で構

成されているものをいう。なお、本店、寄宿舎等の建物、事務用器具備品、

福利厚生施設等は該当しない。 

（注３）生産性向上設備等とは、先端設備及び生産ラインやオペレーションの改

善に資する設備として産業競争力強化法に規定するものをいう。 

（注４）先端設備とは、先端性に係る設備要件を満たす次の機械装置、工具、器
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具備品、建物、建物附属設備及びソフトウエアをいう。 

減価償却資産の種類 対象となるものの用途・細目 

機械装置 （限定なし） 

工具 ロール 

器具備品（ホについ

ては、中小企業者等

が取得等をするもの

に限る。） 

イ 陳列棚及び陳列ケースのうち、冷凍機付

又は冷蔵機付のもの 

ロ 冷房用又は暖房用機器 

ハ 電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これらに

類する電気又はガス機器 

ニ 氷冷蔵庫及び冷蔵ストッカー（電気式の

ものを除く。） 

ホ 電子計算機（サーバー（ソフトウエア

（ＯＳ）を同時に取得するものに限る。）

に限る。） 

ヘ 試験又は測定機器 

建物 断熱材及び断熱窓 

建物附属設備 イ 電気設備（照明設備を含む。）のうちそ

の他のもの 

ロ 冷房、暖房、通風又はボイラー設備 

ハ 昇降機設備 

ニ アーケード又は日よけ設備（ブラインド

に限る。） 

ホ イ～ニ以外のその他のもの（日射調整フ

ィルムに限る。） 

ソフトウエア（中小

企業者等が取得等を

するものに限る。） 

設備の稼働状況等に係る情報収集機能及び分

析・指示機能を有するもの 

なお、先端性に係る設備要件は、次の①及び②のいずれにも該当する

こととする。 

① 最新モデル（機械装置：10 年以内、工具：４年以内、器具備品：６

年以内、建物及び建物附属設備：14 年以内、ソフトウエア：５年以内

に、それぞれ販売が開始されたもので最も新しいモデルをいう。ただ

し、販売開始年度が取得等をする年度及びその前年度であるモデルを

含む。）であること。 

② 旧モデル比で生産性（単位時間当たりの生産量、精度、エネルギー

効率等）が年平均１％以上向上するものであること。 

ただし、機械装置のうち中小企業者等が取得等をするソフトウエア組
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込型機械装置における上記①は、10 年以内に販売が開始されたもので最

新モデル及びその最新モデルの１つ前のモデルとし、ソフトウエアには、

上記②は付さないこととする。 

（注５）生産ラインやオペレーションの改善に資する設備とは、生産性の向上に

係る要件を満たすことにつき経済産業局の確認を受けた投資計画に記載

された機械装置、工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソ

フトウエアをいう。 

なお、生産性の向上に係る要件は、投資計画における投資利益率が

15％以上（中小企業者等にあっては、５％以上）であることとする。 

（注６）一定の規模以上のものとは、それぞれ次のものをいう。 

① 機械装置 １台又は１基の取得価額が 160万円以上のもの 

② 工具及び器具備品 それぞれ１台又は１基の取得価額が 120 万円以

上のもの（それぞれ１台又は１基の取得価額が 30 万円以上で、かつ、

一事業年度におけるその取得価額の合計額が 120 万円以上のものを含

む。） 

③ 建物、建物附属設備及び構築物 それぞれ一の取得価額が 120 万円

以上のもの（建物附属設備については、一の取得価額が 60 万円以上で、

かつ、一事業年度におけるその取得価額の合計額が 120 万円以上のも

のを含む。） 

④ ソフトウエア 一の取得価額が 70 万円以上のもの（一の取得価額が

30 万円以上で、かつ、一事業年度におけるその取得価額の合計額が 70

万円以上のものを含む。） 

〔延長・拡充等〕 

１ 試験研究費の増加額に係る税額控除又は平均売上金額の 10％を超える試験研

究費に係る税額控除を選択適用できる制度について、試験研究費の増加額に係る

税額控除を次の措置に改組した上、制度の適用期限を３年延長する（所得税につ

いても同様とする。）。 

青色申告書を提出する法人の増加試験研究費の額が比較試験研究費の額の５％

を超え、かつ、試験研究費の額が基準試験研究費の額を超える場合には、増加試

験研究費の額に 30％（増加割合が 30％未満の場合には、増加割合）を乗じて計
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算した金額の税額控除ができることとする。 

（注１）増加試験研究費の額とは、試験研究費の額から比較試験研究費の額を控

除した残額をいう。 

（注２）増加割合とは、増加試験研究費の額の比較試験研究費の額に対する割合

をいう。 

（地方税） 

〔新設〕 

１ 生産性の向上につながる設備投資を促進するための税制措置（生産性向上設備

投資促進税制）の創設 

産業競争力強化法（仮称）の制定に伴い、中小企業者等が、同法の施行の日か

ら平成 29年３月 31 日までの間に、生産等設備を構成する機械装置、工具、器具

備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウエアで、同法に規定する生産性

向上設備等（仮称）に該当するもののうち、一定の規模以上のものの取得等をし

て、その生産性向上設備等を国内にあるその中小企業者等の事業の用に供した場

合に選択適用できることとされる法人税の特別償却又は税額控除を法人住民税及

び法人事業税に適用する。 

〔延長・拡充等〕 

１ 中小企業者等の試験研究費に係る法人住民税の特例措置について、試験研究費

の増加額に係る税額控除を次の措置に改組した上、試験研究費の増加額に係る税

額控除又は平均売上金額の 10％を超える試験研究費に係る税額控除を選択適用

できる制度の適用期限を３年延長する。 

増加試験研究費の額が比較試験研究費の額の５％を超え、かつ、試験研究費の

額が基準試験研究費の額を超える場合には、増加試験研究費の額に 30％（増加

割合が 30％未満の場合には、増加割合）を乗じて計算した金額の税額控除がで

きることとする。 

 

二 中小企業対策 

（国 税） 

〔新設〕 

１ 生産性向上設備投資促進税制（再掲） 
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（1）先端設備について、中小企業者等は、器具備品のうち電子計算機（サーバー

（ソフトウエア（ＯＳ）を同時に取得するものに限る。）に限る。）及び一定

のソフトウエアを対象とする（所得税についても同様とする。）。 

（注）機械装置のうち中小企業者等が取得等をするソフトウエア組込型機械装置

については、要件を緩和する。 

（2）生産ラインやオペレーションの改善に資する設備における生産性の向上に係

る要件について、中小企業者等は、投資計画における投資利益率が５％以上

（中小企業者等以外の法人にあっては、15％以上）であることとする（所得税

についても同様とする。）。 

〔延長・拡充〕 

１ 中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は税額控除制度について、

次の見直しを行った上、その適用期限を３年延長する（所得税についても同様

とする。）。 

産業競争力強化法（仮称）の制定に伴い、中小企業者等が同法の施行の日から

平成 29 年３月 31日までの間に取得等をした特定機械装置等のうち生産性向上設

備投資促進税制の生産性向上設備等（仮称）に該当するものについては、その普

通償却限度額との合計でその取得価額までの特別償却（現行 30％の特別償却）

ができることとする。 

なお、中小企業者等（現行 特定中小企業者等）にあっては、その特別償却と

その特定機械装置等のうち生産性向上設備投資促進税制の生産性向上設備等に該

当するものの取得価額の７％（特定中小企業者等にあっては、10％（現行７％））

の税額控除との選択適用ができることとし、税額控除における控除限度超過額は、

１年間の繰越しができることとする。 

（注１）上記の改正は、平成 26 年４月１日前に終了する事業年度において産業

競争力強化法の施行の日から平成 26年３月 31 日までの間に生産性向上設

備等に該当するものの取得等をした場合には、平成 26 年４月１日を含む

事業年度において、特別償却相当額又は税額控除相当額の償却又は繰越控

除ができることとする。 

（注２）中小企業者等とは、資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下の法人

等又は農業協同組合等で、青色申告書を提出するものをいう。 

- 10 - 



 

（注３）特定中小企業者等とは、資本金の額若しくは出資金の額が 3,000 万円以

下の法人等又は農業協同組合等で、青色申告書を提出するものをいう。 

２ 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例の適用期限を２

年延長する（所得税についても同様とする。）。 

（地方税） 

〔新設〕 

１ 生産性向上設備投資促進税制（再掲） 

 

三 民間企業等によるベンチャー投資等の促進 

（国 税） 

〔新設〕 

１ ベンチャー投資を促進するための税制措置の創設 

産業競争力強化法（仮称）の制定に伴い、青色申告書を提出する法人で、同法

の施行の日から平成 29年３月 31 日までの間に同法に規定する特定新事業開拓投

資事業計画（仮称）について認定を受けた投資事業有限責任組合に係る投資事業

有限責任組合契約を締結しているもの（その投資事業有限責任組合の有限責任組

合員に限り、その法人が適格機関投資家である場合にはその投資事業有限責任組

合に対する出資予定額が２億円以上であるものに限る。）が、その認定を受けた

日以後にその投資事業有限責任組合に出資をし、かつ、同日からその投資事業有

限責任組合の存続期間終了の日までの期間内においてその特定新事業開拓投資事

業計画に従ってその投資事業有限責任組合の組合財産となる同法に規定する新事

業開拓事業者（仮称）の株式等を取得した場合において、その株式等の価格の低

落による損失に備えるため、その期間内の日を含む各事業年度終了の時において

有するその株式等のその終了の時における帳簿価額の合計額の 80％以下の金額

を新事業開拓事業者投資損失準備金（仮称）として積み立てたときは、その積み

立てた金額は、その事業年度において損金算入できることとする。 

この準備金は、その積み立てた事業年度の翌事業年度にその積み立てた金額の

全額を取り崩して、益金算入する。 

（注１）上記の措置は、平成 26 年４月１日以後に終了する事業年度について適

用する。 
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（注２）上記の適格機関投資家は、その投資事業有限責任組合契約を締結した日

を含む事業年度開始の時におけるその他有価証券である株式等の帳簿価

額が 20億円以上のものに限る。 

２ 創業促進のための登録免許税の税率の軽減措置の創設 

  個人が、産業競争力強化法（仮称）に規定する認定創業支援事業計画（仮称）

に係る認定を受けた市区町村において、同計画に記載された特定創業支援事業

（仮称）による支援を受けて株式会社の設立をする場合には、当該株式会社の設

立の登記（同法の施行の日から平成 28 年３月 31 日までの間に受けるものに限

る。）に対する登録免許税の税率を、1,000 分の 3.5（最低税額７万５千円）

（本則 1,000 分の７（最低税額 15万円））に軽減する措置を講ずる。 

 

四 収益力の飛躍的な向上に向けた経営改革の促進 

（国 税） 

〔新設〕 

１ 事業再編を促進するための税制措置の創設 

産業競争力強化法（仮称）の制定に伴い、青色申告書を提出する法人で同法の

施行の日から平成 29 年３月 31 日までの間に同法に規定する特定事業再編計画

（仮称）について認定を受けたものが、積立期間内の日を含む各事業年度のその

積立期間内において、その特定事業再編計画に記載された同法に規定する特定事

業再編（仮称）に係る同法に規定する特定会社（仮称）の特定株式等の取得（そ

の特定事業再編前の取得を除く。）をし、かつ、その特定株式等をその取得の日

を含む事業年度終了の日まで引き続き有している場合において、その特定株式等

の価格の低落又は貸倒れによる損失に備えるため、その特定株式等の取得価額の

70％以下の金額を特定事業再編投資損失準備金（仮称）として積み立てたとき

（その特定事業再編をした最初の事業年度において、その特定事業再編前からそ

の最初の事業年度終了の日まで引き続き有しているその特定会社の特定株式等の

帳簿価額の 70％以下の金額を特定事業再編投資損失準備金として積み立てた場

合を含む。）は、その積み立てた金額は、その事業年度において損金算入できる

こととする。 

この準備金は、その積立期間終了の日を含む事業年度の翌事業年度から５年間
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で、その積立期間終了の日を含む事業年度終了の時における準備金残高の均等額

を取り崩して、益金算入する。 

（注１）上記の措置は、平成 26 年４月１日以後に終了する事業年度について適

用する。なお、平成 26 年４月１日前に終了する事業年度において産業競

争力強化法の施行の日から平成 26年３月 31日までの間に特定株式等の取

得をした場合には、平成 26 年４月１日を含む事業年度においてその準備

金積立相当額の損金算入ができることとする。 

（注２）積立期間とは、その法人がその特定事業再編計画について認定を受けた

日から同日以後 10 年を経過する日（その特定事業再編計画に記載された

特定事業再編に係る特定会社が、同日までに３期連続で営業利益を計上し

た場合には、その営業利益を計上した最後の事業年度終了の日）までの期

間をいう。 

（注３）特定株式等とは、設立若しくは資本金の額等の増加に伴う金銭の払込み、

合併、分社型分割若しくは現物出資に伴い取得する特定会社の株式（出資

を含む。）又はその特定会社に対する貸付金に係る債権をいう。 

２ 事業再編等に係る登録免許税の税率の軽減措置の創設 

  産業競争力強化法（仮称）に規定する事業再編計画（仮称）、特定事業再編計

画（仮称）又は中小企業承継事業再生計画（仮称）の認定（同法の施行の日から

平成 28 年３月 31日までの間にされたものに限る。）を受けた認定事業者等が、

これらの計画に基づき行う株式会社の設立等に係る次に掲げる登記に対する登録

免許税の税率を、次のとおり軽減する措置を講ずる。 

（1）株式会社の設立又は増資の登記 1,000 分の 3.5（本則 1,000 分の７） 

（2）合併による株式会社の設立又は増資の登記 

          1,000 分の１（純増部分については、1,000 分の 3.5） 

      （本則 1,000 分の 1.5（純増部分については、1,000 分の７）） 

（3）分割による株式会社の設立又は増資の登記 

                 1,000分の５（本則 1,000分の７） 

（4）法人の設立等の場合における次に掲げる登記 

  ① 不動産の所有権の移転登記 1,000分の 16（本則 1,000分の 20）    

  ② 船舶の所有権の移転登記  1,000分の 23（本則 1,000分の 28） 

- 13 - 



 

（5）合併による法人の設立等の場合における次に掲げる登記  

  ① 不動産の所有権の移転登記 1,000分の２ （本則 1,000 分の４） 

  ② 船舶の所有権の移転登記  1,000分の３ （本則 1,000 分の４） 

（6）分割による法人の設立等の場合における次に掲げる登記 

  ① 不動産の所有権の移転登記 1,000分の４ （本則 1,000分の 20） 

  ② 船舶の所有権の移転登記  1,000分の 23（本則 1,000分の 28） 

 

五 設備投資につながる制度・規制面での環境整備への対応 

（国 税） 

〔新設〕 

１ 既存建築物の耐震改修投資の促進のための税制措置の創設 

青色申告書を提出する法人で、その有する耐震改修対象建築物につき平成 27

年３月 31 日までに建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定による耐震診断

結果の報告を行ったもの（その報告に関する命令又は必要な耐震改修に関する指

示を受けたものを除く。）が、平成 26 年４月１日からその報告を行った日以後

５年を経過する日までの間に、その耐震改修対象建築物の部分について行う耐震

改修により取得し、又は建設したその耐震改修対象建築物の部分について、その

取得価額の 25％の特別償却ができることとする（所得税についても同様とす

る。）。 

（注１）耐震改修対象建築物とは、建築物の耐震改修の促進に関する法律の既存

耐震不適格建築物のうち耐震診断結果の報告が同法の規定により義務付け

られるもの（同法の要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規模

建築物）をいう。 

（注２）耐震改修とは、地震に対する安全性の向上を目的とした増築、改築、修

繕又は模様替であって、その耐震改修対象建築物に係る耐震基準に適合す

ることとなるものとして次の者による証明がされたものをいう。 

① 地方公共団体の長 

② 指定確認検査機関 

③ 建築士 

（地方税） 
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〔新設〕 

１ 耐震改修を行った既存家屋に係る固定資産税の減額措置の創設 

耐震改修を行った既存家屋（住宅を除く。以下同じ。）に係る固定資産税につ

いて、次のとおり税額を減額する措置を講ずる。 

(1) 建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正に伴い耐震診断を義務付けられ、

その結果が所管行政庁に報告された家屋（その報告に関する命令又は必要な耐

震改修に関する指示の対象となったものを除く。）について、政府の補助を受

けて、平成 26 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの間に建築基準法に基

づく現行の耐震基準（昭和 56 年６月１日施行）に適合させるよう改修工事を

行った場合において、その旨を市町村に申告したものに限り、改修工事が完了

した年の翌年度から２年度分の当該家屋に係る固定資産税について、当該家屋

に係る固定資産税額の２分の１に相当する金額（当該２分の１に相当する金額

が当該補助対象改修工事に係る工事費の 2.5％に相当する金額を超える場合は、

当該 2.5％に相当する金額）を減額する。 

(2) 減額を受けようとする対象家屋の所有者は、上記耐震基準に適合した工事で

あること等につき、地方公共団体、建築士又は指定確認検査機関が発行した証

明書を添付して、改修後３月以内に市町村に申告しなければならないこととす

る。 

２ 浸水防止用設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置の創設 

  浸水想定区域内の一定の地下街等の所有者又は管理者が、水防法に規定する浸

水防止計画に基づき、浸水の防止を図るために取得する一定の償却資産に係る固

定資産税について、課税標準を最初の５年間価格に３分の２を参酌して２分の１

以上６分の５以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た額と

する措置を平成 26 年４月１日から３年間に限り講ずる。 

３ ノンフロン製品（自然冷媒を利用した一定の冷凍・冷蔵機器）に係る固定資産

税の課税標準の特例措置の創設 

  ノンフロン製品（自然冷媒を利用した一定の冷凍・冷蔵機器）に係る固定資産

税について、課税標準を最初の３年間価格に４分の３を参酌して３分の２以上６

分の５以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た額とする措

置を平成 26 年４月１日から３年間に限り講ずる。 
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４ 排出ガス規制に適合した特定特殊自動車に係る固定資産税の課税標準の特例措

置の創設 

  特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律における一定の基準適合表示の

付された特定特殊自動車に係る固定資産税について、課税標準を最初の３年間価

格の２分の１とする措置を、平成 26 年４月１日から、同法に基づき、特定特殊

自動車の定格出力ごとに定められる規制の開始までの期間（定格出力が 130ｋＷ

以上 560ｋＷ未満のものについては、当該規制の開始後１年を経過するまでの期

間）に限り講ずる。 

 

六 所得の拡大 

（国 税） 

〔延長・拡充〕 

１ 雇用者給与等支給額が増加した場合の税額控除制度について、次の見直しを行

った上、その適用期限を２年延長する（所得税についても同様とする。）。 

（1）雇用者給与等支給増加割合の要件（現行５％以上）を次の適用年度の区分に

応じ次のとおりとする。 

① 平成 27 年４月１日前に開始する適用年度 ２％以上 

② 平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31日までの間に開始する適用年度 

 ３％以上 

③ 平成 28 年４月１日から平成 30 年３月 31日までの間に開始する適用年度 

 ５％以上 

（2）平均給与等支給額に係る要件について、平均給与等支給額及び比較平均給与

等支給額の計算の基礎となる国内雇用者に対する給与等を継続雇用者に対する

給与等に見直した上、平均給与等支給額が比較平均給与等支給額を上回ること

（現行 以上であること）とする。 

（注１）継続雇用者に対する給与等とは、適用年度及びその前年度において給与

等の支給を受けた国内雇用者に対する給与等のうち、雇用保険法の一般被

保険者に対する給与等をいう。ただし、高年齢者等の雇用の安定等に関す

る法律の継続雇用制度に基づき雇用される者に対する給与等を除く。 

（注２）上記の改正は、平成 26 年４月１日以後に終了する適用年度について適

- 16 - 



 

用する。なお、法人が同日を含む適用年度に改正後の制度を適用する場合

において、経過事業年度（平成 25 年４月１日以後に開始し、平成 26年４

月１日前に終了する事業年度で改正前の制度の適用を受けていない事業年

度）において改正後の要件の全てを満たすときは、その経過事業年度につ

いて改正後の規定を適用して算出される税額控除相当額を、その適用年度

において、その税額控除額に上乗せして法人税額から控除できることとす

る。合わせて、控除上限額についても、経過事業年度の期間に応じて上乗

せする。 

（地方税） 

〔延長・拡充〕 

１ 中小企業者等の雇用者給与等支給額が増加した場合に係る法人住民税の特例措

置について、次の見直しを行った上、その適用期限を２年延長する。 

（1）雇用者給与等支給増加割合の要件（現行５％以上）を次の適用年度の区分に

応じ次のとおりとする。 

① 平成 27 年４月１日前に開始する適用年度 ２％以上 

② 平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31日までの間に開始する適用年度 

     ３％以上 

③ 平成 28 年４月１日から平成 30 年３月 31日までの間に開始する適用年度 

     ５％以上 

（2）平均給与等支給額に係る要件について、平均給与等支給額及び比較平均給与

等支給額の計算の基礎となる国内雇用者に対する給与等を継続雇用者に対する

給与等に見直した上、平均給与等支給額が比較平均給与等支給額を上回ること

（現行 以上であること）とする。 
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